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第1　はじめに

1　本論文の主題

　本論文は、精神障害を有する人（精神障害者）
の選挙権の問題について憲法学的観点から考察し
ようとするものである。
　本論文の主題について説明と限定を加えると、
ここでいう「精神障害」は、医学上の厳密な意味
における精神障害（mental disorder）の概念と
は異なり、何らかの精神的な障害により判断能力
を欠く、あるいは判断能力が不十分であると考え
られる人々を広く指し、その原因が生来のものか
事後的なものかを問わない（但し、未成年者を除
く）。これは、民法7条の「精神上の障害」につい
ての立案担当者の解説（「『精神上ノ障害』とは、
身体上の障害を除くすべての精神的障害を含む広
義の概念であり……痴呆（老人性痴呆・初老期痴
呆・若年痴呆等）、知的障害、精神障害のほか、
自閉症、事故による脳の損傷又は脳の疾患に起因
する精神障害等もこれに含まれる。判断能力の喪
失・欠如の原因として『精神上ノ障害』を掲げた
のは、未成年により判断能力が不十分な者と区別
する趣旨である1」）と趣旨を同じくするものであ
る。後にみるとおり、わが国では、最近まで「精
神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況
にある」として後見開始の審判を受けた成年被後
見人の選挙権が剥奪されてきたことから、精神障
害者の選挙権の問題について考察する際には、こ
のような広い精神障害の概念を採用することが適
当と考えられる。
　次に、精神障害者の「選挙権」が問題となる場
面については、①法律上の選挙人資格を認められ
ること、②現実に選挙権を行使し得ること2、③投
票価値の平等などの様々な場面が考えられるが、
本論文では①の問題のみを考察の対象とする。こ
のように対象を限定する理由は、②の問題は選挙
人資格が認められて初めて問題となるところ、わ
が国では最近まで成年被後見人は選挙人資格を認
められておらず、また、後にみるとおり諸外国で
も精神障害者の選挙人資格が認められていない例

が多いことから、まずは①の問題について検討す
ることが重要であること、並びに③の問題につい
ては、精神障害者に固有の問題は生じ難いと考え
られることによる。なお、後にみるアメリカで
は、選挙人名簿への登録について申告主義が採用
されていることなどから、選挙人名簿への登録も
重要な問題となる3が、職権主義を採用するわが国
では選挙人名簿への登録に関して①と異なる独自
の問題は生じないことから、この点も本論文の検
討対象から除かれる。
　「選挙人資格」については各種の選挙における
ものがあるが、わが国では1950年の公職選挙法制
定以来、国会議員並びに地方公共団体の議会の議
員及び長の選挙における選挙人資格が統一的に定
められていることから（但し、地方公共団体の選
挙については国会議員の選挙には無い住所要件が
付加されている。）、公選法制定以前及び外国の場
合を別とすれば、基本的にはこれらの選挙の選挙
人資格を念頭に置いて検討を進める。

2　精神障害者の選挙権をめぐる問題状況

 ⑴　精神障害者の選挙権制限の状況

　わが国においては、1900年の衆議院議員選挙法
以来、禁治産者（「心神喪失ノ常況」にあるとし
て裁判所から禁治産の宣告を受けた者）及び準禁
治産者（「心神耗弱者、聾者、唖者、盲者及ヒ浪
費者」として保佐人を付された者）は選挙権及び
被選挙権を有しないとされることにより、精神障
害者の選挙権が剥奪されてきた。戦後の1950年に
制定された公選法では、準禁治産者の欠格は廃止
されたが禁治産者の欠格は残った。その後、従来
の禁治産制度を成年後見制度に改める1999年の民
法改正に伴い、公選法の欠格事由も禁治産者から
成年被後見人（「精神上の障害により事理を弁識
する能力を欠く常況にある」として家庭裁判所か
ら後見開始の審判を受けた者）と改められた。こ
の際、欠格事由の存置について国会内で異論もみ
られた4が、従来の禁治産者と成年被後見人の「対
象者は一致するもの」5との理解に基づき、成年被
後見人は選挙権及び被選挙権を有しないとする規
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定が維持された。このように、わが国では、長き
にわたって精神障害者の選挙権制限が続いてき
た。
　このような禁治産者及び成年被後見人の選挙権
制限に対しては、1996年頃からその合憲性に疑問
を呈する憲法学説6があったものの、最近までそ
の数は多くはなく7、学説の大勢はその合憲性を
承認してきた。選挙権が「公務」か「権利」か、
あるいはその両方かという選挙権の性質に関する
議論との関係では、通説的な見解である二元説か
らは、「公務執行能力のない禁治産者（精神喪失
者）……が選挙人団から除外されることは当然」8、
あるいは、禁治産者の選挙権制限は「選挙権の公
務としての特殊な性格に基づく必要最小限度の制
限」であるとされ9、他方で、二元説を批判する権
利性一元説からも、禁治産者の欠格は「意思決定
能力の欠如という理由から問題なく正当化される
と思われる」とされてきた10。禁治産者の選挙権
制限に関しては、選挙権の性質に関する学説の対
立にかかわらず合憲との結論が共有されており、
両説の相違はその説明の違いに過ぎなかった。
　以上のような状況に大きな変化をもたらす契機
となったのは、在外国民の選挙権制限を違憲と
した2005年の最高裁大法廷判決11である。同判決
は、「国民の選挙権又はその行使を制限すること
は原則として許されず、国民の選挙権又はその行
使を制限するためには、そのような制限をするこ
とがやむを得ないと認められる事由がなければな
らない」と判示して「選挙権又はその行使」の制
限について厳格な合憲性審査を行うべきことを明
らかにするとともに、具体的な選挙において「投
票することができる地位」の確認の訴えの適法性
を認めた。同判決は、選挙権制限立法の合憲性を
訴訟で争う可能性を実体及び手続の両面で大きく
拡大したものと解され、その後、同判決を援用し
て、選挙権制限立法の合憲性を争う訴訟が相次い
で提起されることとなった12。このような訴訟の
一つとして、2011年2月1日、成年被後見人は選挙
権を有しないとする当時の公選法11条1項1号が違
憲であるとして、成年被後見人である原告が国を

被告として選挙権を有することの確認を求める訴
訟が東京地裁に提訴された13。
　同訴訟についての2013年3月14日東京地裁判決14

は、公選法の規定による成年被後見人の選挙権の
制限につき、2005年大法廷判決を引用して、その
ような制限をすることが「やむを得ない」と認め
られる事由がなければ違憲であるとする厳格な合
憲性審査基準が適用されるとした。その上で、同
判決は、「選挙権が単なる権利ではなく、公務員
を選定するという一種の公務としての性格を併せ
持つものであることからすれば、選挙権を行使す
る者は、選挙権を行使するに足る能力を具備し
ていることが必要であるとし、そのような能力を
具備していないと考えられる、事理を弁識する能
力を欠く者に選挙権を付与しないとすることは、
立法目的として合理性を欠くものとはいえない」
が、そのような目的のために制度趣旨を全く異に
する成年後見制度を借用して成年被後見人から選
挙権を一律に剥奪することは、およそ「やむを得
ない」ものとして許容することはできないとし
て、成年被後見人の選挙権制限は違憲であるとの
判断を下した。
　同判決に対して国が控訴したが、訴訟係属中の
2013年5月27日に成年被後見人の選挙権の回復等の
ための公職選挙法等の一部を改正する法律（平成
25年法律第21号）が成立し、公選法11条1項1号の
規定は削除されることとなり、訴訟も同年7月17日
に和解によって終了した15。
　以上の経緯で、1900年以来110年余り続いた禁治
産者・成年被後見人の選挙権制限は廃止され、わ
が国では精神障害者に対する法律上の選挙人資格
の制限は存しないこととなった。

 ⑵　本論文の問題関心

　以上によれば、既に精神障害者の選挙人制限の
問題は解決済みであって、これを改めて取り上げ
る必要は乏しいように思われるかもしれない。
　しかしながら、選挙権を行使するに足る能力を
具備していない者の選挙権を制限することは立法
目的として合理性を欠くものとはいえないと判示
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する2013年東京地裁判決によれば、かかる立法目
的を達成するための合憲的な手段によって精神障
害者の選挙権を制限する立法を行う余地は残され
ており、再びそのような立法がなされる可能性が
皆無であるとはいえない。また、訴訟の原告ら
は、公選法11条1項1号はその目的自体が正当性を
欠き違憲である旨を主張していた16ところ、同判
決は、上記のとおり原告らの主張に対して否定的
な判示をもって応えたものであり、かかる判示の
妥当性についても批判的吟味が必要である17。
　先にみたとおり、憲法学説の大勢は、選挙権の
行使に必要な「公務執行能力」や「意思決定能
力」を欠くとされる者を選挙から排除すること
は、公務員の選定罷免を国民固有の権利と定め、
成年者による普通選挙を保障した日本国憲法の下
でも許容されるということを、ほとんど当然のこ
とと解してきた。しかしながら、選挙権を行使す
るに足る能力を具備していない精神障害者を選挙
権から排除することは、本当に合理的で正当なも
のとして憲法が許容するところであろうか。この
点は、これまで十分な検討がなされてこなかった
が、憲法による選挙権保障の意義を理解する上で
も重要な問題であり、成年被後見人の選挙権制限
が撤廃された後の今日においてもなお検討に値す
る問題であると考えられる。

3　考察の方法及び本論文の構成

　上記のような問題意識に基づき、わが国におけ
る精神障害者の選挙権の問題を検討するに当たっ
て、本論文では、アメリカにおける精神障害者の
選挙権をめぐる状況を参照する。
　まず、この問題を検討するに当たり外国法を参
照する理由は、以下のとおりである。精神障害者
の選挙権制限は、わが国に固有のものではなく多
くの民主主義国家にみられるものであり、近時、
比較憲法的関心の対象となっている18。1992年ま
でのデータに基づくMassicotteらの調査では、調
査対象とされた62か国中、58か国では精神障害者
の選挙権に何らかの制限が存在し、そのうち12か
国ではそれが憲法上規定されており、選挙権制限

が存しないのはわずかに4か国（カナダ、アイルラ
ンド、イタリア、スウェーデン）であると報告さ
れている19。しかし、その後、このような状況は
変化しており、2010年のEuropean Union Agency 
for Fundamental Rightsのレポートでは、オース
トリア（1992年の憲法改正により選挙権制限は裁
判所の有罪判決に基づく場合に限られることが明
確となる。）、オランダ（2008年の憲法改正によ
る）、フィンランド（Massicotteらの調査の対象
外）、イギリス（2006年の選挙法改正による）など
でも精神障害者の完全な選挙参加が実現している
ことが報告されている20。EU加盟国以外ではノル
ウェーでも精神障害者の選挙権制限は存在しない
とされている21。このような諸外国における精神
障害者への選挙権付与の動向に呼応し、また、こ
れを促すものとして、2006年12月に採択された障
害者の権利に関する条約22及び同条約に基づき設
置された委員会による勧告23、並びにヨーロッパ
人権裁判所の判決24及び欧州評議会の勧告25等の国
際条約及びこれに基づく国際機関の活動も注目を
集めている。このように、諸外国において精神障
害者の完全な選挙参加が「憲法改正」を含むかた
ちで実現している状況は、精神障害者の選挙権制
限を立憲民主主義国家の当然の前提として自明視
できないことを示唆する重要な事情であるといえ
る。
　以上のような諸外国の状況と対比した場合、ア
メリカの状況は若干特殊であり複雑である。連邦
制度を採るアメリカでは、州選挙のみならず連邦
議会議員選挙も含めて、選挙人資格の定めは第一
義的には州の権限とされている26。そのため、精
神障害者の選挙権の状況は州によって様々であ
り、州憲法・制定法上に精神障害者の選挙権剥奪
条項（その規定のあり方は様々である。）を有し
ている州もあれば、そのような条項を有しない州
も存する。このような選挙権剥奪条項は、19世紀
中頃に多くの州に広まったものであるが、選挙権
の制限につき修正14条の平等保護条項に基づき積
極的な審査を行う1960年代の連邦最高裁の判例の
展開を受けて、1970年代にはその合憲性が問題と
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されるようになり、2001年には連邦地裁で選挙権
剥奪条項を違憲とする判決も現れている（Doe判
決27）。しかしながら、Doe判決後も、なお多くの
州において精神障害者の選挙権剥奪条項は残存し
ている。Doe判決は、選挙権剥奪条項の合憲性問
題の決着ではなく、むしろ議論の端緒となってお
り、最近まで様々な議論を巻き起こしている。こ
のような事情を有するアメリカでは、わが国及び
先にみたような諸外国に比べても精神障害者の選
挙権の問題に関して多様な経験と豊富な議論の蓄
積がある。したがって、連邦制度等に由来する特
殊性に留意した上でアメリカの精神障害者の選挙
権に関する問題状況を参照することは、わが国に
おける同様の問題を検討する上で有益な示唆を与
えてくれるものと考える28。
　そこで、以下では、まずアメリカにおける精神
障害者の選挙権をめぐる状況を概観し、その後、
わが国における精神障害者の選挙権に関する立法
史及び学説史の状況を概観した上で、アメリカを
参照することにより得られた示唆も踏まえて、わ
が国における精神障害者の選挙権制限の合憲性、
とりわけその目的の合憲性について再検討を行う
という順序で論述を進める。

第2　アメリカにおける精神障害者の選挙権

1　精神障害者の選挙権剥奪条項の発生史

　以下では、まず、精神障害者に対する選挙権剥
奪条項が登場するに至った経緯・背景について時
代順に確認する。

 ⑴　植民地時代・独立革命期における選挙人資格

　ア　植民地時代
　独立前のアメリカ大陸の植民地では、植民地毎
に選挙法が定められており、多くの植民地では、
イギリス本国に倣って一定の財産所有を選挙人資
格の要件とし、財産要件を満たす成人の白人男性
にのみ選挙人資格が付与されていた。財産要件以
外の点では各植民地の選挙人資格の定めは様々で
あり、女性は男性への依存（dependence）や繊

細さを理由に政治参加に相応しくないものとみな
され投票権から排除されたほか、居住、国籍、人
種、皮膚の色、宗教等が選挙人資格の要件とされ
ていた29。
　当時のイギリス及びアメリカ植民地において
は、選挙人資格における財産要件を正当なものと
する次のような観念が存在した。一つは、財産
（とりわけ不動産）を所有する者のみが社会への
利害関係（stake in society）を有する共同体の
構成員として、自己の所有する財産に影響を及ぼ
す政府の活動（とりわけ課税）に関する個人的な
利害を有するとする観念であり、もう一つは、財
産所有者のみが政治参加に必要かつ十分な政治的
自立性（independence）を有する――財産所有
を基盤とする経済的な自立性が他者（とりわけ
経済的に豊かな者）による支配や操作からの自
由を保証する――とする観念である。後者の観念
の内には、自己努力によって経済的な成功を収
める機会が豊富に存在すると考えられていた植
民地においては、財産を獲得できない者の能力
（competence）を疑問視し、彼らを政治参加に値
しないものとみなす考え方も暗に含まれていたと
される30。
　このような観念に基づき財産所有を選挙人資格
の要件とする制限選挙制が採用されていたこの時
代には、精神障害者を選挙から排除することを直
接の目的とする選挙人資格の定めは設けられてい
なかった。「貧困者、白痴、精神異常者等のよう
な望ましくない人々は、財産要件によって実際上
排除されていたため、財産要件が無くなるまで、
彼らから特に選挙権を剥奪する必要性は生じなか
った」ためである31。また、仮に財産要件を満た
す精神障害者がいたとしても、当時の植民地で支
配的であった「社会的服従の態度」（階級社会を
受容する政治的なアパシーないしシニシズム）の
ために、実際に選挙で投票しようとする者は無か
ったであろうと推測されている32。

　イ　独立革命期
　独立革命期には、全ての納税者は代表を通じて
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政府の不当な政策から自己を守る権利を有すると
する「課税と代表の不可分論」、全ての人々を拘
束する法は全ての人々から同意を得なければなら
ないとする「共和政体における被治者の同意論」
という独立革命の原理が普及した。これに加え
て、軍務を担う者は市民としての全ての権利を有
すべきとする軍務遂行と結びついた選挙権拡大論
や、選挙権は自由男性の特権ではなく州が自由に
停止することのできない自然権であるとする自然
権思想が広まったこと33などにより、「選挙権は
不動産所有とともにあるという原理、あるいは、
選挙権は共同体への物質的な関心をもつものに与
えられるべきだという観念に立つ原理」は動揺す
ることとなった34。そのため、独立革命期には、
植民地時代には支配的であった財産要件を緩和す
る邦や、財産要件に代えて納税要件を採用する邦
も出現することになった。しかし、他方で、従前
の財産要件を維持する邦や反対に財産要件を厳格
化する邦も存在するなど、変化の方向性は一様で
はなく、全体として、独立革命が財産要件の緩和
による選挙権拡大にもたらした影響はそれほど大
きなものではなかったとされる35。この時期、財
産要件以外の面では、宗教上の理由に基づく選挙
権資格の剥奪がほぼ消滅し、黒人に対して選挙権
を認める州も出現するなどの重要な変化が認めら
れるが、精神障害者の選挙権についてはそのよう
な変化は指摘されていない36。
　選挙人資格に関するこの時期の動向として興味
深いのは、ほとんどの邦において、通常の制定法
ではなく憲法によって選挙人資格が定められたこ
とである37。その背景には、選挙人資格は議会や
知事の手により意のままに変更することのできな
い永続的なものでなければならず、憲法改正を通
じてのみ変更されるべきとする観念が存在したと
される38。

 ⑵　独立・合衆国憲法制定後の選挙人資格の変化

　ア　選挙権拡大の一般的傾向と個別の選挙権剥
奪条項の出現

　独立後に制定されたアメリカ合衆国憲法は、連

邦議会の下院議員の選挙人資格について「その州
議会のうち議員数の最も多い部門の選挙権者に必
要な資格を備えていなければならない」（第1条
第2節第1項）39と定めるのみで、連邦選挙及び州選
挙における選挙人資格の定めを各州に委ねた40。
そのため各州は、これまでと同様に州憲法ないし
制定法により独自の選挙人資格を定めることとな
ったが、合衆国憲法制定後から南北戦争までの間
に、各州の選挙人資格の定めには大きな変化がみ
られることになる。
　植民地時代に支配的であった財産要件は各州で
次第に廃止され、1850年代の終わりまでにはわず
か2州において限定的な形で残存するのみとなっ
た41。また、財産要件に代わって各州で設けられ
た納税要件も1855年までには6州を除いて廃止され
た上、納税要件を残す州のいくつかでもその要件
は最小限度のものであったことから、選挙権に関
する公式の経済的障壁はほとんど存在しないとい
える状況が出現することとなった42。
　このような財産要件の廃止による選挙権拡大を
促した背景要因としては、①産業構造の変化に
より従来の土地・財産要件を満たさない賃金労働
者が増加し、彼らによる選挙権拡大の要求が高ま
ったこと、②既に選挙権を有する者の側において
も、より下層の人々にも選挙権を拡大することに
より、軍務を担う人材の確保を図り、また、他州
からの移住を促して土地価格の上昇、経済発展の
刺激、税収の増加等の経済的利益を享受しようす
る意図があったこと、③選挙で競争する大衆政党
が組織され、支持者拡大のために選挙権の拡大を
望んだことなどが指摘される43。また、これらの
社会、経済的ないしは政治的要因に加えて、民衆
の間の政治思想の変化も影響した。この時期、多
くの人々は、（成人男性という意味での）「人民」
こそが主権者たるべきであり、その主権者たるべ
き「人民」には無産者も含まれ得るものと考える
ようになった44。土地・財産所有と選挙人として
の政治的自立性とを結びつける旧来の観念は、も
はや社会の現実や価値観に調和しないものとさ
れ、財産要件を擁護する保守派の議論からも姿を
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消したとされる45。
　このようにして、19世紀中頃までの間には、ほ
とんどの州が白人男性による（選挙人資格につい
て財産要件を課さないという意味における）普通
選挙制の実現に向かったが、興味深いのは、この
ような選挙権の拡大と同時に、多くの州において
特定のグループの人々を選挙から排除する個別の
条項を設ける（憲）法改正が行われたことであ
る。具体的には、女性、黒人、先住民、貧困者、
犯罪者、移民、そして精神障害者を対象として選
挙権を剥奪する明示的な条項がこの時期に相次い
で出現することとなった。
　黒人を明示的に選挙権から排除する州は、合衆
国建国当時は比較的少数にとどまっていたが、
1790年から1850年の間に次第に増加し、1855年に
は黒人を選挙権から排除していない州はわずか5州
のみとなった46。救貧施設の入居者等の公的扶助
の受給者を対象とする貧困者（paupers）の選挙
権剥奪も同時期に広まり、1792年から19世紀後半
までの間に12州で貧困者の選挙権剥奪条項が設け
られた47。犯罪者の選挙権剥奪条項も同時期に出
現し、1776年から1821年までの間に11州の憲法で
犯罪者の選挙権剥奪が規定され、南北戦争の直前
には20を超える州で選挙権剥奪条項が設けられる
こととなった48。
　この時期に、以上のような特定のグループの人々
を対象とする個別の選挙権剥奪条項が相次いで
出現したのは、いかなる理由によるものであろう
か。Steinfeldは、19世紀に出現した貧困者の選挙
権剥奪条項について、財産要件に表されているよ
うな18世紀までの古い観念――財産所有と政治的自
立性を結びつける――の名残であるとみなすのは、
単純に過ぎる理解であるとしている49。Steinfeldに
よれば、財産要件の撤廃と同時に現れた貧困者の
選挙権剥奪条項は、選挙権の行使に要求される自
立性（independence）の観念の変化――経済的観
点ではなく法的観点から自立性を捉える見方（貧
困者は救貧施設や公的扶助に法的に依存してい
る）――を示すものである50。選挙権拡大派は、無
産者も選挙権行使に必要な自立性を有することを

立証するために、無産者の内部に貧困者という真
の依存的存在を新たに創り出したのである51。黒
人の選挙権が否定されたのも、同様に、白人男性
一般が自立的であるために黒人を標的として依存
的存在を創り出すものであったと理解することが
できる52。犯罪者もまた、犯罪に対する懲罰と将
来の犯罪の抑止という理由のみならず、自立的な
統治主体として選挙権を行使するのに相応しくな
い者とみなされることによって選挙権から排除さ
れたとされる53。
　このように、貧困者、黒人、犯罪者等の選挙か
らの排除は、財産要件を正当なものとしていた旧
来の観念の名残ではなく、一般的な選挙権拡大の
論理の裏面とみられるものであった。以上のよう
なグループと同様に、選挙権の行使に相応しくな
い者として選挙から排除されたのが精神障害者で
ある。

　イ　精神障害者の選挙権剥奪条項の登場
　州憲法及び制定法の中に精神障害者の選挙権剥
奪条項がみられるようになったのは、19世紀のこ
とである。Schrinerらの研究によれば、憲法に精
神障害者の選挙権剥奪条項を有する州は、1820年
の時点では23州中2州（全州の約9％）に過ぎなか
ったが、1860年には33州中15州（約45％）、1900年
には45州中34州（約76％）と増加しており、特に
19世紀の中盤にその数と割合が飛躍的に増加して
いる54。選挙権剥奪の対象者を示すために用いら
れた文言は、「精神異常（unsound mind）」、「精
神障害（non compos mentis）」、「白痴（idiots）」、
「精神異常（insane）」、「狂人（lunatics）」、「被
後見人（persons under guardianship）」と州によ
り様々であったが、19世紀の終わりまでには、精
神障害者の選挙権剥奪条項は選挙人資格における
標準的な定めとなった55。
　この時期に精神障害者の選挙権剥奪条項が広ま
った背景としては、種々の社会的、政治的な要因
が指摘される。工場での賃金労働を中心とする産
業構造へのシフトにより精神障害者の就労は困難
となり、労働力とならない精神障害者は貧困者と
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同様に道徳的に劣ったものとみなされ、以前より
も大きなスティグマを負わされた56。精神障害者
に対する教育及び医療の動向もまたその地位に影
響を及ぼした。19世紀前半には、精神障害は治療
によって治癒することが可能であり、白痴者に対
しても教育が可能であると考えられていたが、19
世紀の後半にはそのような可能性に疑問が投げか
けられるようになった57。Cleburne判決における
マーシャル判事の意見にあるように、19世紀後半
から20世紀初頭にかけて、医学者らは精神障害を
「社会及び文明に対する脅威」として描き、精神
障害者は「社会問題の全てではないにしても、大
部分において責任を有する」存在であるとみなさ
れており、このような精神障害者を社会から隔離
し、その生殖を妨げるために大規模な収容施設が
設けられた58。このような認識に加えて、施設に
収容された多数の精神障害者が投票権を行使する
ことによって当該施設の所在する地域の選挙結果
に影響を及ぼすことへの現実的な懸念も、精神障
害者からの選挙権を剥奪する動機の一つとなった
ことが指摘される59。
　上記のような背景を伴って出現した精神障害者
の選挙権剥奪条項は、どのような理由により正当
なものとみなされたであろうか。Schrinerらは、
1821年のマサチューセッツ州憲法修正で「貧困者
及び成年被後見人」の選挙権剥奪条項が設けられ
た際、貧困者と成年被後見人はともに経済的依存
（economic dependency）を理由として選挙権行
使に相応しくない者とみなされて選挙から排除さ
れたが、1853年に再度議会で選挙人資格が論じら
れた際には議論は一変し、成年被後見人の選挙
権剥奪を正当化する理由は、依存ではなく白痴
（idiocy）や精神異常（insanity）等の障害による
知的及び道徳的な無能力（incompetency）に替
わったことを指摘している60。Schrinerらによれ
ば、このようなマサチューセッツ州の経験は、財
産要件を廃止して、障害や性別、人種等の一定の
特性に基づく選挙権剥奪条項を設けるようになっ
た19世紀アメリカの全般的状況を例証するもので
ある。すなわち、投票が、代議政体に参加する個

人の権利であり財産保有者の権利を擁護するため
の手段としてではなく、諸個人の利害を代表する
ためのメカニズムとして観念されるようになるに
従って、政治に参加すべき「民主的市民」の基準
も変化し、一定の道徳的及び知的能力を備えた者
のみが投票を許されるべきとされ、このような能
力を欠くとみなされた者は選挙から排除されたの
である61。また、精神的無能力を理由とする民事
上の権利義務剥奪の法的伝統も、精神障害者から
の選挙権剥奪を正当化する論拠を提供した。精神
障害者は、同意・契約をする能力を欠くために、
犯罪を理由に権利義務を剥奪され市民社会から排
除された犯罪者と同様に「被治者の同意に基づく
統治」の対象外とされた。更に、財産上の利益が
後見人によって擁護されるのと同様に、精神障害
者の政治的利害は、選挙された議員によって代表
され、擁護され得るとする政治的後見（political 
guardianship）の考え方も、精神障害者の選挙か
らの排除の正当性を補強した62。
　19世紀に各州に広まった精神障害者の選挙権
剥奪条項は、以上にみたような時代的背景を伴
って登場したものである。そして、このような
条項は、その後「白痴」や「精神異常」等の古
い文言がより現代的な「精神的無能力（mental 
incompetent, mentally incapacitated）」に置き換
えられるなどの変化を被ったものの、大部分は20
世紀を通じて残存することとなった63。

2　精神障害者の選挙権剥奪条項の合憲性問題

 ⑴　精神障害者の選挙権剥奪条項の憲法問題化

　ア　憲法問題化の背景
　以上にみてきたような各州憲法・制定法上の精
神障害者の選挙権剥奪条項が、合衆国憲法との抵
触という意味での憲法問題を生じるものとして本
格的に議論の対象とされたのは、1970年代になっ
てからのことである。それ以前の議論状況を見る
と、例えば、1961年に出版されたAmerican Bar 
Foundationの研究プロジェクトの報告書である
『精神障害者と法』と題する大部の書籍でも、精
神障害者の選挙権を論じた部分は表を除けばわず
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か1頁弱に過ぎず、そこでは選挙権剥奪条項の文言
の曖昧性や精神障害者が現実に投票をする上での
困難、選挙人名簿登録上の問題点などが指摘され
ているものの、その合憲性の問題は論じられてい
ない64。その後、1968年に出版されたジョージ・
ワシントン大学の研究プロジェクトの報告書であ
る『精神障害と法的無能力』と題する書籍では、
州法の用いる精神障害者の選挙権剥奪の基準の漠
然性や過度な厳格性は、個人の権利保障の観点か
ら問題のあるものであり、憲法上の懸念を生じさ
せるものであるとの記述がみられるが、具体的に
どのような憲法上の規範との抵触が問題になるの
かについては論じられていない65。
　このように1960年代頃まで精神障害者の選挙権
剥奪条項の憲法問題が論じられなかったのは、そ
もそも選挙権剥奪条項との矛盾抵触を問題とすべ
き憲法上の原則が確立していなかったことによる
ものと考えられる。先にみたとおり、合衆国憲法
は連邦選挙及び州選挙における選挙人資格の定め
を州に委ねており、その後の憲法修正によって、
人種（1870年の修正第15条）、性別（1920年の修正
第19条）、納税（1964年の修正第24条。但し、連邦
選挙について）、年齢（1971年の修正第26条）を理
由とする選挙人資格の制限が禁止されたが、これ
らはその他の理由に基づく選挙人資格の制限を禁
止するものではなかった。連邦最高裁も、「合衆
国憲法は何人にも選挙権を付与してはいない」66と
し、州は合衆国憲法の禁止する差別に当たらない
限りで選挙権行使の要件を決定する広い権限を有
するものと解してきた67。したがって、州（憲）
法で精神障害者の選挙権剥奪条項を設けること
は、州の権限の範囲内のものと考えられ、その対
象者を特定する文言の規定の仕方や現実の適用上
の困難等の問題は、政策としての当否の問題を生
じるに過ぎなかった。それらが憲法問題として論
じられるためには、連邦最高裁の新たな判例の展
開を待つ必要があった。
　1960年代以降、連邦最高裁は、選挙権に関する
差別について修正第14条の平等保護条項に基づく
積極的な審査を行い、実際に違憲判断を下すよう

になった68。その嚆矢は、投票価値の不平等に関
する諸判例である。1962年のBaker v. Carr69では
州議会の選挙区割問題についての司法判断適合性
（justiciability）が肯定され、1964年のWesberry 
v. Sanders70では、合衆国憲法第1条第2節の規定
を根拠として連邦下院議員選挙における可能な限
りの投票結果への影響力の平等の要求が導かれ
た。そして、同年のReynolds v. Sims71では、修
正第14条の平等保護条項の下で、州においても投
票結果への影響力の平等が要求されるとし、州議
会が議員配分の不均衡を是正する責任を果たさな
い場合には、裁判所が自ら是正を行うことも認め
られるとされた。これらの判例では、投票権に関
する争いについて、緩やかな「合理性審査の基
準（rational basis test）」ではなく「厳格な審査
（strict scrutiny）」を適用する根拠として、選挙
権の「基本的な（fundamental）」性格が強調さ
れている。連邦最高裁は、これらの判決中におい
て、「自由な国においては、法律を制定する者の
選挙において一票をもつ権利より貴重なものはな
い」72、「疑いなく、選挙権は自由で民主的社会で
は基本的なことがらである。とくに、選挙権を自
由かつ無制約に行使する権利は、他の基礎的な市
民的・政治的権利を保存するものであるから、市
民の投票権のいかなる侵害の主張も慎重に細心の
注意を払って審査されなければならない」73と判示
している74。
　連邦最高裁は、選挙人資格の制限が問題になる
領域でも、選挙権が基本的権利であることを理由
として平等保護条項に基づく厳格な審査を適用し
た。州選挙について人頭税の支払いを選挙人資格
の要件としている州法の合憲性が争われた1966年
のHarper v. Virginia State Board of Elections75

では、選挙権は基本的な権利であるから、それを
一部の者について制限する場合には平等保護条項
の下で厳格な審査に服するとされ、貧困を理由と
して差別することは平等保護条項に違反すると
された。1969年のKramer v. Union Free School 
District No.1576では、学校区の教育委員の選挙資
格を、当該地区において固定資産税を納付してい
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るか又は公立学校に子を通わせている親に限定
している制度が違憲とされた。このKramer判決
は、年齢及び市民権の要件を満たす善良な（bona 
fide）住民の一部から選挙権を剥奪する場合は、
それが「やむにやまれぬ州の利益（compelling 
state interest）」を促進するために不可欠のもの
でなければならず、また、選挙権剥奪に用いられ
る分類は当該目的の達成に不可欠なものとなるよ
うに「仕立てられた（tailored）」ものでなければ
ならないとして、厳格な審査の要求を具体的に明
らかにした。その後、 1975年のHill v. Stone77でも
Kramer判決の趣旨が再確認され、一般的利益に関
する選挙に関する「居住、年齢、市民権以外」の
理由に基づく選挙権制限は、やむにやまれぬ州の
利益を促進するために不可欠のものでなければ違
憲となるとされた。
　このような選挙権に関する判例の展開によっ
て、精神障害者の選挙権剥奪条項を憲法問題とし
て論ずる土壌が形成されることとなった。

　イ　1979年のNotes
　1960年代の連邦最高裁の判例の展開を受けて、
1970年代には精神障害者の選挙権剥奪条項の合憲
性問題が論じられるようになった78。この問題に
ついて最初に本格的な検討を加えた論文は、1979
年にYale Law Journalに公表された「精神障害と
選挙権」と題する学生による匿名のNotes79であ
ると考えられる。同論文は、アメリカ連邦最高裁
判決の意見80中のみならず、精神障害者の選挙権
制限を違憲としたカナダの連邦地裁判決81におい
ても引用されるなど影響力の大きいものであり、
2008年の時点においても「この問題に関する今日
に至るまで最も包括的な論文」と評されている82。
同論文は、精神障害者の選挙権剥奪条項の合憲性
問題を検討する上での出発点となるものと考えら
れるので、以下にその論旨を詳しくみることとし
たい。
　まず、同論文は、当時の各州の選挙権剥奪条項
の状況を整理して、精神障害の有無に関係なく選
挙権を認めている州は10州のみであり、26州では

「白痴」や「精神異常」の人々が（障害による分
類）、24州とコロンビア特別区では裁判所により無
能力と宣告され又は後見に付された者が（後見に
よる分類）、4州では精神障害者施設に強制収容さ
れた者が（収容による分類）、精神障害を理由とし
て選挙権を剥奪されているとしている83。このよ
うな分類に基づく選挙権剥奪条項は、Kramer判決
等の連邦最高裁の判例に照らせば、修正第14条の
平等保護条項の下で厳格な審査に服すべきもので
あり、それが合憲とされるためには、やむにやま
れぬ州の利益を促進するために不可欠のものでな
ければならず、また、その制限に用いられる分類
は当該目的の達成に不可欠であるように仕立てら
れたものでなければならない84。
　そこで、同論文は、まず精神障害者の選挙権剥
奪条項がやむにやまれぬ目的によるものといえる
か否かについて検討する。選挙権剥奪条項の目的
は、投票に関して合理的な（rational）意思決定
をする能力を有しない者――選挙のプロセスの性
質と効果（the nature and effect of the electoral 
process）について最低限の理解を欠く者――を
選挙から排除することにあると解されるものであ
り、それ以外の目的――例えば、施設に収容され
た精神障害者による投票が地域住民の投票数を上
回ることへの懸念、精神障害者が選挙に対して十
分な利害関係を有しないという理由、行政上の便
宜など――は、正当な目的たり得ない85。合理的な
投票者を確保する州の利益として論じられ得るの
は、有能な政治体制（effective government）の促
進と、投票者への不正な操作（manipulation）の
防止という2つの利益である86。前者は、合理的な
投票者の集団は、非合理的な投票者に比べてより
良い決定をし、より良い議員を選出することによ
って、より有能な政治体制を生み出すというもの
である87。このような利益は確かに正当なもので
はあるが、州が精神障害者による投票以外の場面
では投票の質の向上にほとんど無関心であること
からすれば、かかる目的が十分に重要なものであ
るとはいえず88、また、非合理的な投票者がより
悪い選択をして選挙結果に悪影響を及ぼすという
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実証もないことからすれば、有能な政治体制の促
進という目的は、原理上も事実上も、やむにやま
れぬものとはいえない89。後者については、不正
投票を防止するという利益は正当かつ十分に重要
なものであるが、精神障害者が不正な操作を受け
やすいという想定はステレオタイプに基づくもの
であり、仮にそれが事実だとしても、投票方法の
改善や不正者に対する罰則など他の手段によって
不正投票を防ぐことも可能であることから、非合
理的な投票者を選挙から排除することは必要不可
欠とはいえない90。これらに加えて、合理的な投
票者の確保という目的に比して障害、後見、収容
という分類に基づく選挙権剥奪条項の対象者が著
しく過小包摂（underinclusive）となっているこ
とからも、州の利益が重要なものとはいえないこ
とが示唆される91。以上のことから、同論文は、
非合理的な投票者を選挙から排除するという目的
は、やむにやまれぬ州の利益を達成するのに必要
不可欠のものとはいえないとしている。
　次に、同論文は、仮に合理的な投票の促進がや
むにやまれぬ利益であるとした場合に、選挙権剥
奪条項の用いる分類が厳格な審査を通過するよう
に注意深く仕立てられているといえるか否かにつ
いて検討している。精神障害者の選挙権剥奪条項
は、精神障害者が投票を含むあらゆる面で能力を
有しないとする想定に基づいているが、そのよう
な全面的な無能力という想定は医学及び法律の分
野でほとんど否定された考え方である92。また、
選挙権剥奪の引き金となる手続（後見、収容の手
続）も、合理的な投票をする能力に焦点を合わせ
たものではない上93、人の能力が時の経過によっ
て変化し得るということも無視されている94。こ
れらの理由のため、選挙権剥奪条項の用いる分類
は、合理的な投票をする能力を有する者をも含む
こととなっており、過剰包摂（overinclusive）で
ある。他方で、選挙権剥奪条項の用いる障害、後
見、収容等の分類は、合理的な投票をする能力と
いう要因に焦点を合わせたものではないために過
小包摂でもある。更に、選挙権剥奪条項は、それ
を執行する手続の不備等のために、適用が恣意的

となることを避けられないが、そのような恣意的
な差別も憲法上許容できないものである95。以上
によれば、現行の選挙権剥奪条項は、厳格な審査
を通過し得ないものである。
　同論文は、更に、投票能力を審査する特別の手
続を設けることによって上記のような現行法の
問題点を回避し得るか否かについても検討してい
る。仮に合理的な投票者を確保することがやむに
やまれぬ利益に該当するとすれば、理論上は、選
挙のプロセスの性質と効果を理解できるか否かに
ついての個別の審査手続を設けることにより、
先述のような過剰包摂と過小包摂の問題を回避す
ることができるようにも思われる96。しかしなが
ら、判断者の主観を交えない客観的な能力審査を
行うことは困難であること、個別の領域毎の能力
審査も困難であること、投票に関して能力テスト
を課すことは投票権法（Voting Rights Act）にも
反する可能性があること、広汎な能力審査の仕組
みを設けることは多くの市民にとって投票に対す
る大きな障壁となるものであることからすれば、
投票能力を審査するための特別の手続を設けるこ
とは賢明ではない97。
　以上のことから、同論文は、州は、精神障害者
を政治参加から排除するあらゆる仕組みを廃止す
べきであるとの結論を述べている98。

　ウ　1980年代以降2000年までの動向
　1979年のNotesの議論を端緒として、1980年代
以降、精神障害者の権利擁護・地位改善に関心を
有する団体等を中心に、選挙権剥奪条項の違憲性
を主張し、その廃止を訴える議論がみられるよう
になる99。2000年頃には、政治学者であるSchriner
らによる各州の選挙権剥奪条項の文言の網羅的な
調査や選挙権剥奪条項の発生史を含む一連の研究
が公表され100、また、精神医学の分野からも精神
障害者の選挙権の問題に関心が向けられた101。し
かしながら、このような議論の広がりは、精神障
害者の権利に強い関心を有する者の間にとどまる
ものであり、一般的な関心や支持を集めるもので
はなかったようである102。実際、1982年にはアメ
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リカ法曹協会（ABA）の精神障害者に関する委員
会により、修正第14条に違反すると考えられる精
神障害者の選挙権剥奪条項を廃止し、選挙人登録
に必要な基本的情報（名前、住所、年齢、市民権
等）を、口頭、筆記、通訳を介するかなどを問わ
ず、登録官に対して示すことができる者の全員に
選挙権を認めるべきとする立法提言がなされた103

が、このような提言が州に受け入れられることは
ほとんどなく、2000年の時点においても50州中43
州で何らかの形での精神障害者からの選挙権剥奪
が続いていた104。
　もっとも、この間、精神障害者の選挙権剥奪の
状況に全く変化がなかったわけではない。1980年
代からの後見法改革により、多くの州において、
本人の能力喪失の程度に応じて援助に必要な範囲
でのみ後見人に権限を移譲する限定後見（limited 
guardianship）の制度が採用され105、この限定後
見の場合には、被後見人の選挙権の剥奪を当然に
伴うものではないとされた106。このような後見法
改革は、直接的に選挙権剥奪条項の適用に影響を
及ぼすのみならず、精神障害者の選挙権の問題に
も関わる、人の能力についての理解の重要な変化
を伴うものであった。すなわち、後見法改革の背
景には、人の能力は、時や領域に関わらず一般に
「有るか無いか」という二者択一で判断されるも
のではなく、時の経過により、あるいは活動領域
毎に異なり得る――例えば、投資に関する意思決
定ができない者であっても、食事や医療に関する
意思決定はなし得るということもあり得る――も
のであり、能力の程度も段階的に判断されるべき
とする新たな理解があった107。
　他方、この間の連邦最高裁の判例にも変化がみ
られる。先にみたNotesは1970年代までの判例を
前提とするものであったが、その後の連邦最高裁
は、選挙権の制限に対して必ずしも厳格な審査を
適用してこなかった。既にNotesの公表時点にお
いても、受刑者の不在者投票の制限について緩や
かな合理性の基準を適用した1969年のMcDonald 
v. Board of Election Commissioners of Chicago108

や、重罪で有罪とされた者からの選挙権剥奪は修

正第14条の平等保護条項に違反しないとした1974
年のRichardson v. Ramirez109などの判決が存在し
たが、その後、連邦最高裁は、被選挙権の制限が
問題となった1983年のAnderson v. Celebrezzeに
おいて、「州の選挙法の特定の条項に対して提起
される合憲性の問題は、有効な規制と無効な規制
とを分けるいかなる『リトマス試験紙』によって
も解決され得ない」として、厳格な審査基準に代
わる利益衡量論的アプローチを採用した110。連邦
最高裁は、投票用紙に候補者として記載されてい
ない者への書き込み投票（write-in voting）を禁
止する州法の合憲性が争われた1992年のBurdick 
v. Takushiでも、「選挙法は、常に個々の投票者
に対して何らかの負担を課すものである」ことか
ら、あらゆる投票に関する規制を厳格な審査に服
せしめ、やむにやまれぬ利益の促進のために綿密
に仕立てられていることを要求することは妥当で
ないとして、Anderson判決が示したようなより柔
軟な基準（more flexible standard）が用いられる
べきとした111。そして、この基準の下では、州の
選挙法が投票者の権利に対して「合理的で非差別
的な制約」を課すに過ぎない場合には、州の重要
な規制利益によりそのような制約を正当化するの
に十分であるとされた112。
　選挙権の制限に関するこれらの判決のほか、精
神障害者の選挙権制限の合憲性をめぐる議論に影
響を及ぼす重要な判決として、精神遅滞（mental 
retardation）による分類が、修正第14条の平等
保護条項の下で厳格な審査に服する「準・疑わし
い区分（quasi-suspect classification）に当たらな
いとした1985年のCleburne判決が挙げられる。
Cleburne判決の法廷意見は、精神遅滞が「準・疑
わしい区分」に当たらないとする理由として、精
神遅滞者が日常生活に適合して役割を果たす能力
において劣っていることは否定できないため、精
神遅滞者につき別異の処遇をする州の利益は明ら
かに正当なものであること、また、その法律上の
処遇の決定は、難しくまた技術的な問題であるた
め、裁判所ではなく立法府が専門家の意見を踏ま
えて行うべき課題であることを論じている113。こ
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れらの判例の展開により、精神障害者の選挙権剥
奪条項の合憲性が訴訟で争われた場合に、1979年
のNotesが論じたように修正第14条の平等保護条
項の下での厳格な審査に服することになるかは、
不透明な状況となった114。

 ⑵　2001年のDoe 判決
　ア　Doe判決の内容
　このような状況で、メイン州憲法第2条第1節
は、「精神病（mental illness）を理由として後見
に服している者」はあらゆる選挙で投票権を有し
ないと定めるメイン州憲法115及び同旨の選挙法116

の合憲性が争われたのが、2001年の連邦地方裁判
所のDoe判決117である。同判決は、結論として、
メイン州の選挙権剥奪条項は、デュー・プロセス
条項、平等保護条項、ADAのいずれにも違反する
との判断を下した。以下ではこのうちデュー・プ
ロセス条項違反及び平等保護条項違反の点に関す
る判示内容について詳しくみることにしたい。
　本判決は、まず、デュー・プロセス違反の点に
ついて、次のとおり判示している。原告らに対
する検認裁判所の後見手続は、選挙権剥奪につい
ての告知と聴聞の機会の付与というデュー・プロ
セスの基本的な要請を満たさないものであるた
め、原告らの基本的権利を誤って剥奪する危険性
の高いものである。また、原告らに対して選挙権
剥奪についての告知と聴聞の機会を付与すること
は、州にとって過大な負担となるものではない。
Mathews v. Eldridge118判決で示された利益衡量の
手法119の下でこれらの要素を衡量するならば、原
告らに適用されたメイン州の後見審理手続は、デ
ュー・プロセスの要請に反するものとして適用上
違憲である。
　また、州は、完全後見に服する被後見人であっ
ても検認裁判所が特に選挙権の停止を決定しない
限り選挙権を失うことはないとの新解釈を主張し
ているが、このような解釈は現行法の解釈の限界
を超えるものであって採用できない。現行法の公
正かつ合理的な解釈によっては、精神病を理由と
して後見に服する者に対して選挙権剥奪について

の十分な告知を保障することはできないため、現
行法の選挙権剥奪の仕組みは文面上もデュー・プ
ロセス条項に違反する。
　次に、平等保護条項違反の点についての判示は
次のとおりである。連邦最高裁によれば、いった
ん選挙権が付与されたならば、その線引きは修正
第14条の平等保護条項と両立するようになされな
ければならない（Harper判決120）。メイン州の選
挙権剥奪条項は、それが1965年に立法された際に
は平等な取り扱いとみなされていたかもしれない
が、Harper判決が述べるように「平等保護条項に
照らした平等な取り扱いの観念は変化する」もの
であり、その審査は今日における平等な取り扱い
の理解に基づいてなされなければならない。両当
事者は、メイン州の選挙権剥奪条項が基本的権利
を制限するものであるがゆえに厳格な審査に服す
ること、及び、州が「投票者が、投票行為の性質
と効果を理解した上で、自分自身の決定をなし得
る精神的能力を有する」ことを確実なものとする
ことについてやむにやまれぬ利益を有することに
ついて合意している。したがって、残る問題は、
選挙権の制限がこのやむにやまれぬ利益に合致す
るように綿密に仕立てられているか否かである。
　証拠によれば、州が、精神的無能力として後見
に服する者のうち、精神病を理由とする者のみに
選挙権剥奪条項を適用してきたことは明らかであ
る。州は、投票の性質と効果を理解する精神的能
力を有する原告ら精神病の者から選挙権を剥奪す
る一方で、精神遅滞の者に対しては、そのような
精神的能力の有無に関わらず選挙権を認めてい
る。結局、州は、現実の投票能力の有無に基づく
ことなく、精神病に対するステレオタイプに基づ
いて選挙権を剥奪してきたものであり、このよう
な州の行為は、目的－手段の事実的関連性を欠く
ものである。したがって、選挙権剥奪条項は、そ
の適用上、平等保護条項に違反することが明らか
である。
　州は、選挙権剥奪条項における「精神病」と
は、精神的無能力者を広く含む趣旨であるとの新
解釈を主張するが、このような解釈は後見法典や
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他の法律と整合せず採用することが困難である。
また、仮に「精神病」の意義について広い解釈を
採ったとしても、身体の障害や病気によって昏
睡・植物状態にあるために投票能力を有しない者
を「精神病」に含めるような解釈は荒唐無稽であ
り、他方で、より多くの診断名を「精神病」の類
型に含むならば、投票能力を有する摂食障害の患
者も精神病の一種として選挙権を剥奪されること
になる（過剰包摂）。「精神病」の定義について
いかに合理的に解釈したとしても、州のやむにや
まれぬ利益に適合するように綿密に仕立てられた
ものとはいえないことから、選挙権剥奪条項は、
適用上のみならず文面上も違憲無効である。

　イ　Doe判決の影響・評価
　以上のようなDoe判決は、精神障害者（精神的
無能力者）の選挙権剥奪条項について裁判所が
初めて違憲との判断を下したものであり、その意
義は大きいものである。実際、メイン州において
は、本判決後、州務次官の通知によって選挙権剥
奪条項の適用は排除され、選挙法上の選挙権剥奪
条項も削除されるに至った（但し、州憲法第2条
第1節の規定はそのまま残された。）121。本判決は、
連邦最高裁ではなく一連邦地方裁判所によるもの
であり、一般的な憲法のケースブック等において
取り上げられるものではないが、後に連邦最高裁
は、ADAの対象となる障害者に対する「不平等な
取り扱い」「基本的権利の体系的な剥奪」の例と
して本判決に言及しており122、この点は、過度に
広汎な選挙権剥奪条項が違憲と判断され得ること
を示唆する判示として注目されている123。
　もっとも、本判決が示した憲法判断の射程につ
いては、限定的なものと解さざるを得ないところ
もある。本判決は、平等保護条項に基づいて選挙
権剥奪条項の合憲性を審査するに当たり厳格な審
査基準を用いたが、その理由については、その点
について当事者間に合意があることを挙げるのみ
であり、厳格な審査基準を用いるべきことについ
て最高裁判例に照らした積極的な論証はみられな
い。先にみたとおり、連邦最高裁は、選挙権の制

約が問題となる全ての場合について厳格な審査を
行っているわけではなく、本判決後においても、
精神障害者の選挙権剥奪条項について連邦最高裁
が厳格な審査基準の下で審査するという保証はな
いと考えられている124。また、選挙権剥奪条項の
目的とされた「投票者が、投票行為の性質と効果
を理解した上で、自分自身の決定をなし得る精神
的能力を有する」ことの確保が「やむにやまれぬ
州の利益」に当たるか否かについても、本判決
は、当事者の合意を根拠として、そのような目的
がやむにやまれぬ州の利益に該当することを前提
とするにとどまっている。更に、メイン州以外の
多くの州においては、本件で違憲の問題を生じさ
せたような後見審判手続におけるデュー・プロセ
スの欠如や「精神病」という分類に基づく差別と
いう問題は存在しないため、本判決の違憲判断
は、他州にとっては選挙権剥奪条項を改正する動
機・理由となるものではないとの指摘もなされ
る125。

3　Doe判決以降の状況

 ⑴　選挙権剥奪の現状

　Doe判決の後、州法による精神障害者の選挙権
剥奪は、「後見開始の審判を受けると自動的に選
挙権を失う」という型から、投票能力の有無を個
別に審査する手続を付加することにより「後見開
始の審判とは別に投票能力の有無を審査する」型
へと転換しつつあるとされ126、2008年時点におい
ては、被後見人となると自動的に選挙権を剥奪さ
れる「選挙権自動喪失型」の制度を採用する法域
はわずか3州にとどまるとされる127。しかしなが
ら、41州で精神障害者に対する何らかの選挙権制
限剥奪が行われ、35州では州憲法中に選挙権剥奪
条項を残していることも指摘されており128、この
点では、先にみた2000年の時点の状況（50州中43
州において精神障害者の選挙権制限が行われてい
た。）と比較して大きな変化はない。
　投票能力の有無を個別に審査する手続により現
実にどの程度の者が選挙権を剥奪されているのか
は明らかでないが129、法文の上においては、Doe
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判決以降も多くの州において選挙権剥奪条項が残
されているのが現状であるといえる。

 ⑵　精神障害者の選挙権剥奪をめぐる議論の展開

　上記のとおり州法改革の動きは緩慢であるが、
Doe判決を契機として、精神障害者の選挙権剥奪
の問題は、以前よりも広い関心を集め、議論を呼
び起こしている。そのことを示す一つの重要な出
来事が、精神障害者の選挙権の問題に関する「前
例の無い全国的なシンポジウム」であると評され
る、2006年の「高齢者の投票を促進する――認知
障害が意味するもの」と題するシンポジウムの開
催である130。
　同シンポジウムは、これまでも精神障害者の選
挙権剥奪条項の改正を提言してきたABAの高齢
者法委員会等の共催によるものであるが、そこで
採択された勧告では、①精神障害者も後見の状況
にかかわらず投票能力を有するものと推定される
べきであり、裁判所の決定によらない限り選挙権
を失われないことを州法に明記すべきこと、②精
神的無能力を理由として選挙権剥奪を行う場合、
デュー・プロセスが保障されなければならないこ
と、③無能力を理由とする選挙権剥奪の基準を設
ける場合には、必要な配慮を受けた上でも、投票
のプロセスに参加したいというはっきりした希望
を伝えることができないときに限って投票能力を
欠くと判断されるべきことが提言された131。これ
を受けてABAも2007年に同様の勧告を採択し、連
邦・州・地方全ての政府関係者に向けて法改正を
提言している132。
　上記のシンポジウムでは、憲法・選挙法の分
野で著名なスタンフォード大学ロースクールの
Pamela S. Karlanも報告に参加しており133、その
こと自体、精神障害者の選挙権剥奪の問題につい
ての憲法学的関心の高まりを示すものとして注目
される。Karlanの報告は、この問題に関する今日
の標準的な憲法学の見解を示すものとみられるの
で、以下でその概要をみることとしたい。
　Karlanは、精神障害者の選挙権剥奪条項の合
憲性問題について、連邦最高裁の判例に照らし

て、次のように論じている。連邦最高裁は、一連
の判例において、選挙権を制約する州法は厳格な
審査に服し、やむにやまれぬ州の利益を促進する
のに必要不可欠な制限でなければ合憲たり得な
いとしており、特に「投票の仕方を理由として
（because of the way they may vote）」一部の
有権者を選挙から閉め出すことは憲法上許されな
い134とし、教育委員の選挙人資格を「学校制度の
詳細な運営の仕組みを理解する」者に限定しよう
とする州の主張を厳格な審査の下で排斥135してい
る136。しかし、他方で連邦最高裁は、州は「政治
共同体の基本的観念を保持する（to preserve the 
basic conception of a political community）」権能
を有する137と述べている138。選挙のプロセスの性
質を理解し得ないほどに重篤な精神障害者の選挙
参加を認めるならば、二つの道筋によりこのよう
な基本的観念が損なわれる可能性がある。一つの
議論は、民主制の理論上の問題として、選挙結果
に影響を及ぼすことを意図して選好を表明する投
票者と、そのような意図を有しない投票者とを区
別し、後者による選挙参加は上記のような基本的
観念を損なうとするものである。もう一つの議論
は、実際上の問題として、投票の性質を理解しな
い者を有権者に含めるならば不正投票の温床にな
るというものである139。これらの政治共同体の保
持と不正投票の防止のいずれも、判例において、
少なくとも一定の事情の下ではやむにやまれぬ
州の目的に当たると理解されてきた140。したがっ
て、精神障害者の選挙権制限の合憲性の検討は、
州による選挙権の制限が、有意義な投票をする能
力を有しない程度に障害を有する者だけを排除す
るように綿密に仕立てられているか否かという点
に向けられることになる。ここでは、デュー・プ
ロセス条項が重要な役割を果たす。裁判所は、デ
ュー・プロセス条項に基づき、州に対し、精神障
害をその程度にかかわらず一括りにして選挙権を
剥奪することなく、選挙権剥奪の対象者を決定す
るための明確な手続を設け、また、決定を受ける
者に対してその決定を争う可能性を与えることを
求め得るであろう141。
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　以上のようなKarlanの報告では、投票の性質を
理解し得ない精神障害者を選挙から排除すること
を通じて州が追及する利益は、やむにやまれぬ利
益に当たるものと解されているようであり、この
ような理解は、Karlanだけではなく他の法学者に
も共有されているようである142。
　しかしながら、シンポジウム全体としては、必
ずしも上記のような理解が共有されていたわけで
はない。Karlanが「実際上の問題」として指摘す
る不正投票に関して、シンポジウムの別の報告者
である医学者のKarlawishと法学者のBonnieは、
更なる調査が必要との留保を付しながらも、精神
障害者の選挙権制限を全廃したカナダでは知り得
る範囲内で大きな問題が発生しているようにはみ
られないことを報告している143。また別の報告者
である法学者のKohnも、高齢者の長期介護施設に
おける不正投票に関して系統的な研究や有意義な
推計は存在しておらず、そもそもそれ以前の問題
として不正投票の頻度に関する一般的な統計的証
拠がほとんど存在しないことを指摘している144。
これらの報告によれば、精神障害者からの選挙権
剥奪による不正投票の防止が実際上の問題として
やむにやまれぬものであることについては、十分
な証拠の裏付けがあるわけでないということにな
る。
　また、Karlanが挙げる「理論上の問題」に関し
ても、選挙の性質を理解し得る投票者とそれを理
解し得ない投票者とをいかにして区別するかとい
う実際上の問題が存する。この点に関して、シン
ポジウムで報告した精神医学者のAppelbaumら
は、「投票者が、投票行為の性質と効果を理解し
た上で、自分自身の決定をなし得る精神的能力を
有する」ことを確保する州の利益はやむにやまれ
ぬものであると判示したDoe判決を受けて、この
基準（Doe基準）を現実に応用するものとして、
選挙に関する質問を用いて投票の性質と効果につ
いての理解と選択の能力の程度を点数化する投票
能力測定法（CAT-V）を開発し145、アルツハイマ
ー病や精神疾患を有する者の投票能力を測定する
実証的な研究を行っている146。しかしながら、そ

のAppelbaumらは、シンポジウムの報告におい
て、「能力の基準を定義することは政策実践であ
り科学ではない。……多くの課題について、人の
能力は高いものから低いものまでスペクトラムに
沿って分布している。そのスペクトラム上には、
ある課題についてその者が十分な能力を示してい
るといい得る、科学的に確定可能な点は存在しな
い。」と述べている147。
　Appelbaumらが述べるように、投票能力を科
学的に定義することができないとすれば、投票能
力の線引きという課題は法政策の問題として投げ
返されることになるが、Karlanも報告で述べてい
るように、有権者がしばしば自己中心的に、偏見
に基づき、非合理的な行動をとるものであり、精
神障害を有する有権者と他の有権者の情報処理の
差は程度の問題に過ぎない148とするならば、憲法
上許容されない「投票の仕方を理由とする」恣意
的な選挙からの閉め出しであるとの謗りを免れう
るような投票能力の線引きを行うことは、極めて
困難であるように思われる。実際、先にみたよう
に、シンポジウムで採択された勧告でも、選挙で
投票するという希望を表明できる者には広く投票
能力を認めるべきとする能力基準が提言されてお
り、投票の性質と効果の理解を投票能力の基準に
含めることに消極的な態度が示されている。
　以上のようなシンポジウムの諸報告からも窺い
知ることができるように、アメリカにおける精神
障害者の選挙権剥奪の問題は、Doe判決による違
憲判断を経た後においても未だ一定の結論をみて
おらず、法学者のみならず医学者や哲学者149など
他分野の研究者をも巻き込んだ議論が継続されて
いる状況にある。

4　小括

　これまでに概観したアメリカにおける精神障害
者の選挙権の状況を簡潔にまとめると以下のと
おりである。精神障害者の選挙権剥奪条項は、財
産・納税要件に基づく制限選挙から男子普通選挙
への転換期に登場し、精神障害を問題視して社会
から排除しようとする時代状況等を背景として、
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19世紀の間にほとんどの州に広まった。このよう
な選挙権剥奪条項は、精神障害者は民主的市民と
して政治に参加するのに必要な知的能力や道徳的
資質を欠く者であるとする観念の下で、正当なも
のであると考えられてきた。その後、選挙権の制
限に対して修正第14条の平等保護条項の下で厳格
な審査を行う1960年代の連邦最高裁の判例の登場
を背景として、1970年以降、精神障害者の選挙権
剥奪も憲法問題として論じられるようになり、そ
の正当性に疑問が投げかけられるようになった。
そして、2001年のDoe判決で選挙権剥奪条項の合
憲性が訴訟の場で争われ、違憲判断が下された。
しかしながら、Doe判決以降も多くの州の法文上
選挙権剥奪条項が残存しており、その合憲性をめ
ぐってなお議論が継続している状況にある。
　政治哲学者のBeckmanは、過去及び現在にお
いて選挙権の排除を正当化する際に用いられる
論拠として、「能力（competence）」、「所属
（belonging）」、「自立性（independence）」とい
う3つの要素が抽出できることを指摘している150

が、このような観点からみると、今日アメリカで
選挙権剥奪の正当化理由として挙げられる、投票
の性質と効果を理解し得る精神的能力の欠如及び
不正投票の防止という2つの論拠は、「能力」及び
政治的「自立性」の欠如という論拠に基づく選挙
権剥奪の正当化の洗練された形と解することがで
きる。今日の焦点となっているのは、このように
解釈された選挙権剥奪条項の正当化理由が、平等
保護条項の下でやむにやまれぬものとして是認さ
れ得るかという問題であり、先にみたシンポジウ
ムにおける議論のいくつかは、その正当性・合憲
性に疑問を投げかけるものとみることができる。
　以上のようなアメリカにおける精神障害者の選
挙権剥奪に関する歴史と議論は、それ自体大変
興味深いものであるのみならず、わが国における
精神障害者の選挙権の問題を検討する上でも有益
な視点と示唆を与えてくれるものであると考える
が、その具体的な内容については、次に日本にお
ける精神障害者の選挙権制限について検討する際
に言及することとしたい。

第3　日本における精神障害者の選挙権

1　立法史及び正当化理由の変遷

　わが国における精神障害者の選挙権の問題を検
討する前提として、まず、精神障害者の選挙権制
限の立法史及び学説史の状況を概観し、精神障害
者の選挙権制限がどのような理由に基づいて正当
化されてきたのかについて、その変遷を明らかに
したい151。

 ⑴　衆議院議員選挙法制定以前

　わが国における近代的選挙制度の形成は、1878
年の府県会規則（明治11年7月22日太政官第18号布
告）の制定から始まる152が、この府県会規則は、
府県会議員の選挙人資格の積極要件を満20歳以上
の男子でその郡区内に本籍を定め府県内において
地租5円以上を納めるものに限る（14条）とする制
限選挙制度を採用した上で、更に選挙権及び被選
挙人資格の欠格事由として「風癲白痴ノ者」（「風
癲」とは精神疾患を意味し、「白痴」とは重度の
知的障害を意味する。）を定めていた（同条ただし
書）153。
　このような欠格事由が設けられた理由は定かで
はない154が、1873年の太政官発令東京番人規則29
条で「路上の癲狂者アレバ、之ヲ取押ヘ警部ノ指
揮ヲ受ク」と規定され（27条は「放シ牛馬」、30
条は「狂犬」に関する規定）、精神障害者が路上を
自由に歩くことも制限されていた当時の状況155か
らすれば、精神障害者が選挙権を行使するという
ようなことは全く想定されていなかったものと推
測される。

 ⑵　明治22年の衆議院議員選挙法

　1889年2月11日に公布された大日本帝國憲法は、
「衆議院ハ選挙法ノ定ムル所ニ依リ公選セラレタ
ル議員ヲ以テ組織ス」（35条）として、具体的な選
挙のあり方を選挙法に委ねていた。1889年の衆議
院議員選挙法（明治22年法律第37号）は、選挙人
資格の積極要件を、年齢25歳以上の日本臣民であ
る男子で、15円以上の直接国税を引き続き1年以上
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（所得税の場合は3年以上）納め、また、1年以上
府県内に本籍を有し、かつ、住居する者と定める
（6条）一方で、府県会規則と同様に、選挙権及び
被選挙権の欠格事由として「瘋癲白痴ノ者」を規
定した（14条1号）。
　このような欠格事由が設けられたことについて
も、その理由は明らかではない156。しかし、当時
の選挙法の解説書をみると、瘋癲白痴の者は、
「一は生得の馬鹿にして一は生後の馬鹿なり。選
挙権及被選権の如きは公権中の最大なるものな
り。瘋癲白痴をして此の重要なる公権を行はしむ
べからざるや明かなり」157とされ、更には「此種の
者は刑禁に触れ罪辟を犯すと雖も法律に於て之を
罰せず。之を罰せざるは人と看做さざればなり。
人と看做さざる者に対し如何ぞ選挙権被選権を与
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ふるを得んや
0 0 0 0 0 0

」（傍点原文）158と精神障害者の法的
人格すら否定するような言説もみられるところで
ある。

 ⑶　明治33年の衆議院議員選挙法

　1900年の衆議院議員選挙法の全面改正（明治33
年3月29日法律第73号）により、「瘋癲白痴ノ者」
の欠格は、「禁治産者及準禁治産者」に改められ
た（11条1号）。これは、1889年の衆議院議員選挙
法以降に制定された旧民法（1890年制定）及び明
治民法（1898年制定）の禁治産制度に関する規定
を踏まえた改正と考えられる159。
　このような欠格事由の改正に伴って、その趣旨
説明にも変化がみられる。すなわち、民法上の禁
治産制度と選挙人資格の欠格事由が結びつけられ
たことにより、（準）禁治産者は、「後見人又は
保佐人に依るにあらざれば法律行為を為すこと能
はざるものなるが故に、公権中最重最要の選挙権
及被選権を与ふべからざるは明白なり」160というよ
うに、民法上の法律行為すら単独でなし得ないの
であるから、重要な公権である選挙権を行使でき
ないのは当然であるとするような議論が選挙法の
解説書中にみられるようになった161。
　同様の議論は、憲法学説中にもみられるところ
であり、例えば、美濃部達吉『選挙法大意』は、

当時の憲法及び選挙法を前提に、「選挙権は固よ
り選挙人の権利ではあるが、同時に又、選挙人が
国家の為に行う所の公の職務である
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

……から、選
挙権の範囲を如何に定むべきかは、唯国の政治の
為に、如何程まで其の権利を与えるのが適当であ
るかに依りてのみ決すべき」（傍点原文）162とした
上で、禁治産者については、「自分の財産を管理
するだけの能力すらも無い者であるから、況んや
国家の公事に参与せしむるには適当でないことは
勿論である」163と論じている。

 ⑷　大正14年の普通選挙法

　1925年の衆議院議員選挙法の全面改正（大正14
年5月5日法律第47号）により、これまでの納税
を要件とする制限選挙に代わって、25歳以上の男
子による普通選挙が導入されることとなったが、
「禁治産者及準禁治産者」の選挙権及び被選挙権
の欠格はそのまま維持された（6条1号）。
　普通選挙制の下でなお一定の欠格者を設ける理
由について、内務省地方局『衆議院議員選挙法改
正理由書』は、次のとおり説明している。

「……国民をして国政に参与せしむる為には
一定の参政能力を有する者たることを必要と
するは勿論なり。普通選挙に在りては其の参
政能力の標準を当時の社会生活に於ける一般
的水準に置き、或は性に依り、或は年齢に依
り、選挙権者と然らざる者とに区別す。且此
の社会的水準に達せざるが為一般に排除せら
るる者の外、仍個々の人々に就て、或は其の
精神的能力に缺陥あるが為、或は其の性格が
当時の社会生活に適合せるが為等の理由に依
り選挙より除外せらるる者あるを妨げず。寧
ろ斯の如き者は之を選挙に参与せしめざるを
適当とすべし」164

その上で、同理由書は、禁治産者及び準禁治産者
を欠格者とする趣旨について「何れも精神上の能
力に缺陥あるが為なり」165としている。また、こ
の時代の選挙法の解説書には、普通選挙制の導入
に伴い、「選挙権は納税に対する報償ではない。
選挙権と納税とを交換条件に考ふるのは、黴の生
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えた謬想である。又選挙権がその性質上金（又は
物）に対して付与せらるべきでなく、人（又は能
力）に対して付与せらるべきことは明瞭である」166と
の説明もみられる。これらの説明を前時代と比較
するならば、財産的負担（納税）と選挙権とを結
びつけていた制限選挙制が廃されたことにより、
禁治産者の欠格事由の正当化理由も、財産に関わ
る民法上の行為能力の制限と結びついたものか
ら、より直接的に精神的能力の欠陥を原因とする
参政能力の欠如を理由とするものに重点を移して
いることが窺われるといえる。
　この時期の学説をみると、例えば、森口繁治
『選挙制度論』は、「瘋癲、白痴其他精神上の疾
病のため実質的に選挙能力を缺除」している禁治
産者について「完全に公務を営み得ないことは云
う迄もない」とする一方で、準禁治産者について
は「精神的能力を全然缺如して居ると云うことは
出来ない」が「自己の私法上の行為に就てすら保
佐人の同意を必要とする人々であるから、一層重
要なる選挙の如き公務につき、独立に完全なる行
為をなし得るものとは考へられない」としており167、
精神的能力の欠如を理由とする禁治産者の欠格
と、私法上の行為能力の制限を理由とする準禁治
産者の欠格が区別されて論じられていることが注
目される。また、制限選挙制下では選挙権が「公
の職務」であることが説かれたが、普通選挙制下
の学説でも、選挙（権）の「公務性」が説かれ、
それが精神的無能力者の欠格を説明する理由とし
て挙げられている。例えば、河村又介『選挙法』
は、「選挙に於て表決権を行使し得る地位を通常
選挙権と称する。然しながら此の表決権の行使
は、選挙人が個人としての私の権利を行使するの
でなくて、国家の公務として、国家機関たる衆議
院議員の選任に参加するのである」168と選挙権の公
務性を説いた上で、「選挙は国家の公務であるか
ら、選挙権の付与が、この公務に堪へる能力を有
つ者に限らるべきことは勿論である。故に政治的
判断の能力なき未成年者や精神的無能力者を選挙
から除外することは、一般に是認せられ実行せら
れてをるところである」と論じている169。

　以上のように、この時期の禁治産者の欠格の説
明中には、選挙権の行使に必要な精神的能力への
言及が目立ってみられるようになっている。しか
しながら、このような「能力」への言及にもかか
わらず、「参政能力」「選挙能力」「公務に堪へ
る能力」「政治的判断の能力」の具体的中身は明
らかにされていなかった。
　普通選挙制下でなお有権者に最低限求められる
べき「能力」についての具体論の不在を示す例と
して興味深いのが、美濃部達吉『選挙法概説』の
論述である。同書は、選挙が理想的に行われるた
めには、選挙人が「国の政治に就いて相当の見識
を有し、少くとも何れの党派が最も自分達の代表
として政権を託するに適当であるかを、判断し得
るだけの能力」と「投票の買収に応ずるやうなこ
との無いのは勿論、その他如何なる不正の勢力に
依っても動かさるることなく、完全に自分の良心
の独立を保持し得る」170という二つの条件を備える
必要があるが、一定の年齢に達した全ての国民に
選挙権を与える普通選挙制度下では、選挙人にこ
の二つの条件を期待することは益々困難であるこ
とから、「選挙の弊害は一層助成せられる虞があ
る」171と指摘している。他方で、同書は、禁治産者
の欠格については、「自分の財産を管理する能力
すらも無い者が、国の公務に参加すべき能力を有
ち得ないことは当然」172と説明している。仮にこ
こでいう「国の公務に参加すべき能力」の意義が
上述の二つの条件と同義であるとすれば、禁治産
者の欠格は、これらの条件を具備しない国民に対
しても一定の年齢に達すれば選挙権を付与すると
いう普通選挙制の原則に反することになるから、
「国の公務に参加すべき能力」の内容は二つの条
件とは別に解さざるを得ないように思われる。し
かしながら、同書は、制限選挙制下での説明と同
様、「国の公務に参加すべき能力」が財産管理能
力よりも高度な能力を示唆するにとどまってお
り、その具体的内容を明らかにしていない。

 ⑸　昭和25年の公職選挙法制定以降

　戦後、1945年の衆議院議員選挙法改正（昭和20
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年12月17日法律第42号）では、女性参政権の実
現、選挙権年齢の満20歳への引き下げが行われた
が、禁治産者及び準禁治産者の欠格事由はそのま
ま残された。
　その後、1950年4月15日に制定された公職選挙
法（昭和25年4月15日法律第100号）で「準禁治産
者」の欠格は廃止され、「禁治産者」の欠格のみ
が維持されることとなった（11条1項1号）。法改正
時の立法過程での議論では、心神耗弱者を含む全
ての準禁治産者に選挙権を付与することについて
慎重論もみられたが173、最終的には準禁治産者の
欠格事由は全廃された。これに対して、禁治産者
の欠格事由については、これを廃止するという議
論はみられなかった。
　法改正時の立法過程では、当時の東京大学教授
であった憲法学者の鵜飼信成が衆議院の委員会に
参考人として出席し、禁治産者及び準禁治産者の
欠格事由について次のように説明している。

「第一の禁治産者、準禁治産者、これは精神
的に選挙権を行い得る能力がないという判
断から欠格者に入れられておるわけでありま
す。しかし禁治産者と準禁治産者は若干違い
まして、禁治産者、心身喪失の状況にあるも
のは、これにまつたく精神的能力がないこと
は明らかでありますが、準禁治産者……必ず
しも精神能力がないということは言えないわ
けであります。このことは、理由づけとして
は私法上の能力がない者に選挙権を行使させ
るのはおかしいというふうな考えがおそらく
基礎になつていると思います」174

これは、先にみたような森口繁治『選挙制度論』
の記述と同趣旨のものであり、禁治産者及び準
禁治産者の欠格事由の正当化理由についての法改
正前までの一般的な理解を説いたものと考えられ
る。
　法改正後も残された禁治産者の欠格事由につい
ては、日本国憲法下において、どのような理解が
なされたであろうか。初期の学説をみると、例え
ば、松本米治「選挙と選挙権」は、日本国憲法は
選挙権が国民の権利であることを明言する点で明

治憲法と大いに異なるとしながらも175、憲法15条
3項にいう「普通選挙」の意義は従来わが国で一
般に理解されてきたところと同義であるとし、
「選挙という公務を行う能力を有せず、且つ選挙
をなすに適当でない者にまで選挙権を認めること
が、単に、選挙という行為に照して、その実際的
要求に合致しないのみならず、選挙が公務である
ことの本質に反するものである」ことから、「能
力を有しない者」又は「不適当な者」は選挙権を
有しないと規定した公選法11条は憲法に反しない
とする176、明治憲法下と連続的な議論を展開して
いる。その後の学説をみると、例えば、清宮四郎
『憲法Ⅰ』は、公選法の定める欠格事由につい
て、「このような差別は、それぞれ理由のあるも
のであって、憲法の定める普通選挙の原則によっ
て禁じられている差別には属しない」177とのみ説い
ており、禁治産者の欠格の理由を具体的に論じて
いない。日本国憲法の制定により「選挙権が国民
の憲法上の権利となったことから、その制約には
十分な理由が認められなければならないことにな
った」178にもかかわらず、学説の大勢は、禁治産者
の欠格を明治憲法下と同様に当然に正当化される
ものと考えており、それに十分な説明を与えるこ
とはなかったようにみえる。
　そのような中で、禁治産者の欠格を合憲とする
理由を詳論するものとして通説的な見解の地位を
占めてきたと考えられるのが、芦部信喜の学説で
ある。芦部は、選挙権が「参政の権利であり公務
である……すべての人に人たるがゆえに当然に与
えられる純粋に超国家的……な基本権ではなく、
国家の機関受託者……としての法的地位、したが
って一定の資格を有する国民のみに与えられる
国家法上……の基本権である」179という理解（二
元説）を前提に、選挙権について、国籍、年齢、
住所を要件とすることはもちろん、「合理的な理
由にもとづき特定の欠格事由を定めることは、憲
法15条3項・44条に違反するものではない」180とす
る。そして、「もとより、参政権を自然法的要請
にもとづく基本権として宣言し、完全な普通選挙
制を保障する日本国憲法の建前は、欠格事由を必
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要やむをえざるミニマムなものにとどめることを
要請する……しかし、公務執行能力のない禁治産
者（精神喪失者）……が選挙人団から除外される
ことは当然である」181と説いている。
　他方で、二元説を批判して権利性一元説を主張
する代表的論者である辻村みよ子教授も、禁治産
者の欠格については「意思決定能力の欠如という
理由から問題なく正当化されると思われる」182と説
いていたことは、既にみたとおりである。なお、
この点に関して、辻村教授は、同じく心神喪失の
常況にありながら禁治産宣告を受けた者と受けて
いない者との取扱い上の差異を問題とする余地は
あるものの、選挙権の要件のために「潜在的な禁
治産者を国家がほじくり出す」（奥平康弘教授の論
文からの引用183）ことは認めるべきではないとも
論じているが184、このことは、選挙権者＝主権者
の意思決定能力を重視する辻村教授の学説におい
ても、意思決定能力を欠く者を選挙から排除する
ことが絶対的な要請であるとは考えられていない
ことを示唆するものとして注目される。
　以上のように、最近までの学説も、選挙権の性
質の理解に応じた説明の違いはあるものの、禁治
産者の欠格事由を「能力」の欠如を理由として正
当化され得るものと考えてきたのであるが、選挙
権の行使に必要とされる「公務執行能力」や「意
思決定能力」の中身については、明治憲法下の学
説におけるのと同様に具体的に論じられることは
なかった。なお、先にみたとおり、明治憲法下の
学説では、選挙権の行使に必要な能力と財産管理
能力とを結びつける議論（財産管理能力を有しな
い者は参政能力も有しないとする。）がみられた
が、日本国憲法下で準禁治産者の欠格事由が廃止
された後は、このような議論も姿を消している。

 ⑹　小括

　以上において、禁治産者を欠格事由とした公選
法の制定までの立法史及びその正当化理由の変遷
をみてきたが、このようなわが国の精神障害者の
選挙権制限の状況を、先にみたアメリカと対照し
つつ簡潔に整理すると、次のとおりである。

　まず、精神障害者の選挙権剥奪の発生に関して
は、アメリカでは、制限選挙から男子普通選挙へ
の転換期に、選挙権行使に必要な知的能力・道徳
的資質を有しないものとみなされた精神障害者か
ら選挙権を剥奪する条項が登場して各州に広まっ
たのに対して、日本では、近代的な選挙制度の導
入時に、制限選挙制と精神障害者の欠格事由とが
同時に設けられた。日本でこのような欠格事由が
設けられた理由は必ずしも明らかではないが、ア
メリカのように制限選挙下で精神障害者が実質的
に選挙から排除されていたとすれば特に欠格事由
を設ける必要性は乏しく、精神障害者の欠格は、
精神障害に対する当時の偏見の反映という性格を
強く有していたものと推測される。
　精神障害者の選挙権剥奪の正当化理由に関して
は、アメリカでは、男子普通選挙が実現していく
過程で、政治参加には知的能力・道徳的資質が必
要であるとする新たな観念の下、精神障害者はそ
のような能力・資質を欠く者として選挙権を剥奪
されたのに対して、日本では、制限選挙制の下で
民法上の禁治産制度と選挙権の欠格事由とが結び
つけられたために、民法上の行為能力すら有しな
い者が重要な後見である選挙権を行使し得ないの
は当然であるとするような議論がみられた。その
後、普通選挙制が採用されると、アメリカと同様
に、より直接的に精神的能力の欠陥による参政能
力の欠如が選挙権剥奪の理由に挙げられるように
なったが、参政能力の具体的中身が論じられるこ
とはなかった。日本国憲法制定後も、禁治産者の
欠格は「公務執行能力」や「意思決定能力」の欠
如を理由に正当化されてきたが、その能力の内容
は明らかにされてこなかった。
　そして、選挙権剥奪の合憲性問題については、
アメリカでは1960年代の連邦最高裁の判例を契機
として1970年代には本格的に論じられるようにな
ったが、日本では、選挙権の制限に対して厳格な
審査を行う判例の登場は2005年まで待たなければ
ならなかったこともあり、学説上も綿密な検討を
免れたまま禁治産者及び成年被後見人の選挙権制
限の合憲性が肯定されてきたということができる。
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2　精神障害者の選挙権制限の合憲性

　これまでの検討を踏まえて、以下、わが国にお
ける精神障害者の選挙権制限の合憲性についての
検討を進める。

 ⑴　前提となる憲法上の選挙権の保障

　最初に問題となるのは、精神障害者の選挙権制
限の正当性を検討する前提となる憲法上の選挙権
の保障の内容である。
　既にみたとおり、アメリカでは、精神障害者の
選挙権剥奪条項の合憲性は、もっぱら修正第14条
の平等保護条項の下で許容されるか否かという観
点から検討されており、Doe判決でも、選挙権剥
奪条項の合憲性は、平等保護条項の下、過去の立
法時ではなく今日における平等の観念に照らして
審査されるべきとされている。日本では、普通選
挙の憲法上の保障もなく、選挙権の付与はもっぱ
ら国家の便宜によるべきものとされていた明治憲
法下においては、精神障害者の選挙権制限も合理
的なものとして容易に正当化され得たものである
が185、今日において選挙権制限の合憲性を検討す
る際には、成年者による普通選挙を保障し、選挙
人資格についての差別を禁止した日本国憲法の規
定を前提とする必要がある。
　そして、アメリカでは、合衆国憲法が国民に対
して直接的に選挙権を付与しておらず、選挙人資
格の定めは州に委ねられているため、上述のよう
に精神障害者の選挙権剥奪は「平等」の問題とし
て捉えられているが、日本では、憲法の諸規定を
通じて「国民の国政への参加の機会を保障する基
本的権利」186として「両議院の議員の選挙において
投票をすることによって国の政治に参加すること
ができる権利を国民に対して固有の権利として保
障」（2005年大法廷判決）したものと解されている
ため、精神障害者の選挙権制限の合憲性の問題に
ついては、以下でも検討するとおり、憲法上保障
された選挙権の制限として許容されるか否かとい
う観点から検討するのが適切である。

 ⑵　合憲性審査の基準

　次に精神障害者の選挙権制限の合憲性を審査す
る際の基準が問題となる。
　既にみたとおり、アメリカでは、連邦最高裁の
判例により、居住、年齢、市民権以外の理由に基
づく選挙権制限については、やむにやまれぬ州の
利益を促進するために不可欠なものでなければな
らず、また、その制限に用いられる分類は当該目
的の達成に不可欠であるように仕立てられたもの
でなければならないとされており、Doe判決でも
精神障害者の選挙権剥奪条項についてこのような
厳格な審査基準の下で違憲判断が下されたが、連
邦最高裁の判例には、選挙権の制限の審査につい
てより緩やかな合理性の基準や利益衡量的アプロ
ーチを採用する場合もあって、精神障害者の選挙
権剥奪条項について最高裁が厳格な審査基準を適
用するか否かは不透明な状況である。かつて厳格
な審査基準が「理論上は厳格であるが、実際上は
致命的」187なものと称されたように、どのような合
憲性審査の基準が採用されるかによって、選挙権
剥奪条項の合憲性について判断は大きく異なる可
能性がある。
　わが国でも、精神障害者の選挙権制限の合憲性
を審査する際にどのような基準を用いるべきか
は同様に重要な問題であるが、既にみたとおり、
2005年大法廷判決は、選挙権又はその行使の制限
について「やむを得ない事由」がなければならな
いとする厳格な合憲性審査を行うべきことを明ら
かにしており、2013年の東京地裁判決も、2005年
大法廷判決を引用して、成年被後見人に対して選
挙権を与えないことが憲法上許容されるためには
「やむを得ない事由」がなければならないと判示
している。
　2005年大法廷判決が国民の「選挙権」又は「そ
の行使」のいずれの制限についても「やむを得な
い事由」を求めていること、そして、成年被後見
人に選挙権を認めない公選法の規定は成年国民に
憲法上保障された選挙権を「制限」するものと解
されることからすれば、東京地裁判決が2005年大
法廷判決の示した厳格な審査基準を採用したこと
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は妥当なものと考えられるところであるし、「成
年被後見人」に限らず、精神障害者の選挙権を制
限する立法については、等しく2005年大法廷判決
の厳格な審査基準が及ぶべきものと解されるとこ
ろである。
　もっとも、このような考え方に対しては、訴訟
で被告国が主張したように、いくつかの点で異
論があり得ると思われるので、以下で順次検討す
る。

　ア　2005年大法廷判決の射程について
　まず、2005年大法廷判決は、直接的には、法律
上も選挙権を認められている在外国民が選挙権を
「行使」できなかったことが違憲とされた事案に
ついてのものであり、そもそも法律により選挙権
が否定されている場合は、その射程外であるとす
る異論があり得る。
　しかし、このような異論に対しては、東京地裁
判決が応えているとおり、2005年大法廷判決が
選挙権の制限についても「やむを得ない事由」を
求める趣旨であることは文言上明らかであり、ま
た、実質的にも、選挙権行使の前提となる「選挙
権」自体は「やむを得ない事由」がなくとも制限
できるとするのは憲法による選挙権保障の目的に
照らして不合理であって、2005年大法廷判決がそ
のような判示をしたものとは到底解することがで
きないとの反論が可能である。

　イ　法律による「権利制限」か「内容形成」か
　次に、選挙権が憲法上保障されているとして
も、それは法律により具体的な内容が形成される
ことを予定した権利であることから、選挙人資格
を定める法律の規定の合憲性の問題は、法律によ
る権利の「制限」の正当性の問題ではなく、立法
裁量の問題であるとする異論があり得る。
　この点に関して、東京地裁判決は、誰に選挙権
を付与するかについては国会に一定の立法裁量が
認められるが、その裁量はあくまで憲法の許容す
る範囲内で存するものにすぎないとした上で、国
民の選挙権の制限は「やむを得ない事由」がなけ

れば違憲であるとした2005年大法廷判決は、かか
る立法裁量の限界を示したものであるとの理解を
示しているが、このような判示は的確ではないよ
うに思われる。東京地裁判決のように、「立法裁
量」の語を「国会が憲法の許容する範囲内で自由
に立法すること」という意味で用いることは可能
であるが、ここで問題とされているのはそれとは
異なり、「法律の合憲性の審査が求められたと
き、裁判所が立法府の政策判断に敬意を払い、法
律の目的や目的達成のための手段に詮索を加える
ことや裁判所独自の判断を示すことを控える」と
いう意味での「裁判法理としての立法裁量論」で
あると解される188。厳格な審査の特質は、立法府
に対する敬譲を止め、立法の目的について合憲性
推定の原則を廃して裁判所が立ち入った審査を行
うことにあるのであり、2005年大法廷判決が示し
たような厳格な審査と上記のような「裁判法理と
しての立法裁量論」は本来的に相容れないもので
ある189。
　ここで提起されているのは、選挙人資格を定め
る法律の規定の合憲性の審査に当たり、以上の
ような意味における「立法裁量論」と厳格な審査
のいずれを採用すべきかという問題である。この
点は、近時学説において「権利の論理と制度の論
理」190あるいは「憲法による内容確定と法律による
内容形成」191として論じられている問題に関わる。
　この点、小山剛教授は、選挙制度の定めが決め
られた場所・方法・時間から逸脱した投票の禁
止を当然に含意することからすれば、これにより
時間・労力・費用等の負担を余儀なくされる選挙
人が生じたとしても、基本的には制度形成の合理
性の問題であり立法裁量の問題であると考えられ
るが、2005年大法廷判決の事案のように、法律
上明白に選挙権行使の機会が剥奪されている場合
には、もはや選挙の仕組みの決定に当然付随する
負担とはいえず、「権利の制限」として審査され
ることになるとしている192。また、高橋和之教授
は、憲法上の権利には、①その保障内容が確定さ
れているとみなされているものと、②法律による
具体化（内容形成）に多かれ少なかれ委ねられて
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いると考えられているものがあり、選挙権のよう
な②の権利の場合、内容形成の立法裁量の限界を
判断するアプローチと、憲法が保障した「核」と
なる内容との関連で問題の法律規定をその「制
限」と構成することが考え得るとしており193、
2005年大法廷判決については、在外国民が選挙権
を行使できないことを「選挙権が選挙において投
票する権利であるとすれば、それを具体化する選
挙制度は……最低限、有権者が投票することの可
能な内容となっていなければならない」194という憲
法上の保障の「核」との関連で選挙権行使の制限
と捉え、その合憲性を審査する構成を採ったもの
と解している。
　これらの学説の考え方を参照するならば、選挙
人資格の問題は、選挙の場所・方法・時間のよう
な制度の形成に当然付随するものとはいえず、ま
た、選挙人資格の差別を禁止した憲法44条ただし
書きの趣旨からも憲法による選挙権保障の「核」
に属するものと解することができ、一部の国民に
選挙人資格を認めない立法は、選挙権の「制限」
として、2005年大法廷判決が示したような厳格な
審査に服すべきものと解するのが適切であると考
えられる。
　もっとも、仮に選挙人資格における差別禁止の
保障の「核」が憲法44条ただし書きの列挙事由
に限られるとすれば、それ以外の事由に基づく選
挙人資格の否認は憲法上保障された選挙権の「制
限」とは解されないことになり得る。しかし、
「およそ選挙における投票という国民の国政参加
の最も基本的な場面においては、国民は原則とし
て完全に同等視されるべく、各自の身体的、精神
的又は社会的条件に基づく属性の相違はすべて捨
象されるべきである」とする1976年の大法廷判
決195の判示に照らせば、選挙人資格における差別
禁止の射程を列挙事由に限定するのは適切でな
い。実際、2005年の大法廷判決は、列挙事由のい
ずれによる差別に該当するとも言い難い在外国民
の選挙権の行使の制限について、憲法上の諸規定
を「全体として、『選挙権』という1つの権利を
（その行使まで含め）憲法上保護するものと理

解」196することによって違憲としたものであり、
1976年大法廷判決の示した理念に従い、憲法によ
る選挙権保障の「核」を拡大したものと解するこ
とが可能である。
　なお、既にみたとおり、アメリカ連邦最高裁判
例でも、選挙人資格における差別こそ、平等保護
条項の下で厳格な審査に服する典型例とされてき
たものであり（Harper、Kramer判決など）、合
衆国憲法が国民に対して直接的に選挙権を付与し
ておらず選挙人資格の定めを州に委ねていること
を理由に、選挙権の行使を制限する立法よりも緩
やかな審査に服すべきものとは考えられていな
い。
　以上のような検討を踏まえるならば、選挙権が
法律による具体的内容形成を予定した権利である
としても、憲法上選挙権を保障された成年国民の
一部について選挙人資格を否定する立法は、選挙
権の「制限」に当たるものとして、2005年大法廷
判決の示した厳格な審査に服すべきものと考えら
れる。

　ウ　能力例外論
　選挙人資格を定める立法を憲法上保障された選
挙権の制限として構成し得るとしても、なお、一
定の判断能力を選挙人資格の要件とすることは例
外的に憲法の許容するところであり、厳格な審査
を免れ得るものであるとする異論があり得る。す
なわち、「『成年者』による普通選挙の保障（憲
法15条3項）を、『代表』（43条1項）たる議員に相
応しい者を適切に選択する判断能力をもつとみな
される者によるものへと読み替え、『未成年』同
様、かかる能力を欠く者を選挙人団から排除する
ことは正当な立法目的である」197とするような議論
である。
　しかしながら、憲法による「成年者」による普
通選挙の保障の意義は、歴史上存在した財産や性
別、教育等による種々の制限や差別を廃して、選
挙権を「一定の年齢に達した国民のすべてに平等
に与えられるべきもの」（1976年大法廷判決及び
2005年大法廷判決）とした点にあると解されると
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ころであり198、それを判断能力の欠如を理由に未
成年者を選挙から排除する趣旨と解した上で、更
にその趣旨を判断能力を欠く成年者にまで及ぼす
というのは、無理のある解釈であるように思われ
る199。
　また、日本国憲法は、アメリカ合衆国憲法とは
異なり、憲法44条ただし書きで特に「教育」によ
る選挙人資格の差別を禁止しているところ、ここ
でいう「教育」とは、ひろく知能を意味し、必ず
しも学校の経歴のみを意味するものではなく、何
らかの考査方法により知的な能力（一定程度の読
み書きの能力や憲法を理解する能力など）を調査
し、その結果によって選挙権について差別するこ
とは「教育」による差別に当たると解されてい
る200。一定の判断能力を選挙人資格の消極的要件
とすることは、このように解された憲法44条ただ
し書の趣旨とも整合しないものである。
　既にみたように、アメリカにおいても精神障害
者の選挙権剥奪条項を有していない州が存在する
ことや、いくつかの立憲民主主義国家においては
精神障害者の完全な政治参加が実現している状況
に照らせば、一定の判断能力を欠く者を選挙から
排除することが普遍的で必然的な要請であるとは
いえず、憲法上の明らかな根拠もなく――アメリ
カでは精神障害者の選挙権剥奪は州憲法中にその
根拠となる条項を有しているのが通例である――
そのような排除を憲法による選挙権保障との関係
で特別視する理由もないといえる。
　以上のことからすれば、一定の判断能力を選挙
人資格の要件とすることにつき、例外的に厳格な
審査を免れ得るものと解するのは適切ではないと
考えられる。

　エ　選挙権の公務性について
　最後に、選挙権の公務性を根拠として、憲法
は、選挙人団を構成する選挙人がその公務を行う
のに相応しい能力を有することを前提にしてお
り、公務を行う能力を欠く者が選挙権を付与され
ないことは当然であるとする異論があり得る。
　選挙権の性質をめぐる議論は未だ終結しておら

ず、この点について立ち入った検討をすることは
本論文の範囲を超える。しかし、選挙権の性質を
いかに解するかにかかわらず、今日では、成年国
民に対して憲法上の権利としての選挙権が保障さ
れていることについては争いがなく、選挙権の公
務性を根拠としてその権利性を否定する見解はな
いと思われる201。そうであるとすれば、選挙人に
対して「公務執行能力」を要求し、それを選挙人
資格の要件とすることは、選挙権の「権利」とし
ての側面を制限するものとして、厳格な審査に服
するものと解することができるといえる。東京地
裁判決も、選挙権が「公務員を選定するという一
種の公務としての性格をも併せ持つ」ことを認め
ているが、そのことによって「選挙権を行使する
に足る能力」の欠如を理由とする選挙権制限が厳
格な審査を免れ得るものとはしていない。
　なお、既にみたとおり、アメリカでは、選挙権
の公務性ゆえに選挙人には公務執行能力が当然に
要求されるとするような選挙権の性質からの抽象
的な議論はなされておらず、精神障害者に選挙権
を認めることにより生じ得る弊害とそれを防止す
るために選挙人に要求されるべき能力の内容が具
体的に検討されているところ、これは適切な議論
の方向性を示すものであると解される。
　したがって、選挙権の公務性ゆえに選挙人には
「公務執行能力」や「選挙権を行使するに足り
る能力」が要求されるというような議論について
は、それを抽象的なレベルで検討するのではな
く、以下にみるように、一定の能力の欠如を理由
とする選挙権制限の合理性・正当性の問題として
具体的に検討するのが適切であると考える。

 ⑶　選挙権制限の目的の再検討

　以上に論じたように、精神障害者の選挙権制限
について厳格な審査を行うべきであるとすれば、
その立法目的についても立ち入った審査を行う必
要があることになる。
　既にみてきたとおり、わが国においては、「公
務執行能力」や「意思決定能力」の欠如という理
由により当然に精神障害者の選挙権制限が憲法上



精神障害を有する人の選挙権についての一考察

27

許容されるものと考えられてきたことから、その
目的についてはほとんど論じられることがなかっ
た。
　この点、2005年に日本弁護士連合会が公表した
「成年後見制度に関する改善提言」は、成年被後
見人の選挙権制限の立法趣旨は、①成年被後見人
は事理弁識能力を欠くことから、投票に際して必
要な判断を行うことができない、②現実問題とし
て投票行動を行うことが非常に困難である、③仮
に選挙権を認めた場合に、成年被後見人本人以外
の者による不正な投票行為が為されるおそれがあ
る、という禁治産制度時代の認識・問題意識に基
づくものと考えられると分析している202。また、
東京地裁の訴訟で国は、判断能力を欠く者に選挙
権を付与するならば、白票を投じたり候補者名以
外の氏名を記載するなどの無効な投票を行うこと
があり得るだけでなく、近親者等の同伴者の意を
受けて特定の候補者に投票を行うとか、第三者に
よる不正投票の働きかけの対象とされるなど自己
の意思に基づかない不適正な投票が行われるおそ
れがあると主張している。
　以上に挙げられた立法目的の中で、「不正投票
の防止」という目的は比較的明確であるが、その
他の目的については、明確とも的確なものともい
い難いように思われる。成年被後見人は、「投票
に際して必要な判断を行うことができない」とい
うのは、「投票に際して必要な判断」の意義が明
らかでなく検証に耐え得る命題とはいえない。ま
た、「現実問題として投票行動を行うことが非常
に困難であること」というのも、なぜ選挙権を剥
奪する理由となるのか明らかではない。白票や無
効な投票についても、それらを開票・集計する行
政上のコストの増加という意味での弊害を生じ得
るとしても、それが選挙権の剥奪を正当化するも
のとは到底解し難いように思われる。
　もっとも、「不正投票の防止」を除く以上のよ
うな立法目的に関する議論は、「選挙権を行使す
るに足りる能力」を欠く精神障害者に選挙権を認
めることの弊害を指摘しようとしたものと理解す
ることも可能である。そして、既にみたように、

アメリカでは、（合理的に再解釈された）精神障
害者の選挙権剥奪の目的として、不正投票の防止
と精神的能力を欠く者が選挙権を行使すること自
体による弊害の二つが想定されていたことからす
ると、わが国においてもこれを参照して検討を進
めることが有益と考えられる。
　したがって、以下では、「選挙権を行使するに
足る能力」を欠く者の選挙権行使による弊害の防
止と、不正投票の防止という二つの目的203につい
て、それが「やむをえない事由」によるものとい
えるかについて検討する。

　ア　「選挙権を行使するに足る能力」を欠く者
の選挙権行使による弊害の防止

　「選挙権を行使するに足る能力」を欠く者の選
挙権行使による弊害の防止という目的に関して
は、まず、その「能力」の内容について検討する
必要がある。
　この点、東京地裁の訴訟で国は、選挙人が備え
るべき能力として、「複数の候補者の中から、そ
の政見、政策等に関する情報を基に、当該公選の
公務員として相応しい者を各自の意思に基づき選
択する能力」に言及している。しかしながら、こ
のような高度の能力の具備を選挙人資格の要件と
することは、成年者による普通選挙を保障し、
「教育」による選挙人資格の差別を禁止している
憲法の許容するところではないことが明らかであ
るように思われる。仮にこのような能力の要求が
許容されるならば、成年に達した国民全員に対し
て「複数の候補者」の「政見、政策等に関する情
報」の認識や理解を審査するテストを課し、それ
をパスした者のみに選挙権を与えることも許容さ
れることになりかねないが、このような帰結は明
らかに不当である。
　このような難点を免れ得るより適切な定義を検
討するならば、上記の定義から「政見、政策等に
関する情報」に基づく選択という要素を排して、
「複数の候補者の中から、当該公選の公務員とな
るべき者を、各自の意思に基づき選択する能力」
をもって「選挙権を行使するに足る能力」とする
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ことが考えられる。これは、いかなる動機や理由
であれ、自分の投票によって特定の候補者を選挙
で当選させようとする意思に基づいて投票するこ
とを求めるものであり、「選挙が選挙人の自由に
表明せる意思によって……行われることを確保」
（公選法1条）することを目的とする公選法の規定
とも適合的なものといえる。
　このような能力の定義は、Doe判決が示した
「投票者が、投票行為の性質と効果を理解した上
で、自分自身の決定をなし得る精神的能力」と
重なるものである。そして、既にみたとおり、
Karlanによれば、かかる能力を持たず、選挙結果
に影響を及ぼす意図を有しない者が選挙に参加す
るならば、「政治共同体の基本的観念」を損なう
という弊害が指摘されている。Karlanはその弊害
の具体的な内容を明確にしていないが、次のよう
な議論の展開が想定され得る。すなわち、投票行
為の性質と効果を理解しない者の投票は、投票の
外形を有するとしても、それに対応する内心の意
思を欠いているため本来無効とされるべきもので
あり、このような投票を有効なものとして集計す
るならば、不正投票と同様に選挙結果を不当に歪
めることになるとする議論である。
　以上のように再構成された能力論と弊害論は、
従来の抽象的な「公務執行能力」や「意思決定能
力」の欠如を理由とする正当化論よりも適切なも
のであり、一応の説得力を有するもののように思
われるが、以下に述べるとおり、なお大きな問題
を含むものである。
　有効な投票は内心の意思に基づく必要があると
するならば、投票の有効性を判定するためには、
現に投票をする際の投票者の意思を把握すること
が必要であるということになりそうであるが、そ
のようなことは現実的には困難であり、また、秘
密投票の原理から規範的にも許容することができ
ない。そこで、現実に投票する際の意思の把握に
代えて、能力の基準を用いることにより、意思に
基づく有効な投票をし得るか否かを区別すること
が考えられるが、Appelbaumらが指摘するよう
に、投票能力の基準を科学的に定義することはで

きないとすれば、政策上の問題として一定の基準
を定める必要が生ずる。Appelbaumらが開発した
投票能力測定法（CAT-V）のような方法によって
能力を客観的に数値化することが可能であれば、
そこに一定の基準を設けて、投票能力を有する者
と有しない者とを区別することは実際上不可能で
はない。しかし、それは量的な差異しかない能力
に関して人為的な線引きをするものであり、科学
的には、その基準よりも能力が低ければ投票能力
を有しないと断定できるわけではない。その意味
で、このような線引きは恣意的であるとの批判を
免れ得ない。
　この点、例えば、私法上の行為能力の問題であ
れば、行為が現実に本人の意思に基づくものか否
かという観点とは別に、一般人の観点から経済的
に「合理的」な行為を想定した上で、そのような
「合理的」な行為をなし得ないと考えられる者に
ついて、能力の基準を設けて、本人保護のために
その行為能力を制限することは、法政策として不
当ではない。しかしながら、投票が本人の意思に
基づくべきものであることからすれば、投票に関
して、政策決定者が一定の「合理的」な行動とい
うものを想定して、それをなし得ない者について
投票を否定することはできない。したがって、行
為能力の場合のように政策的な考慮を理由として
線引きの正当性を補完することもできない。
　以上のことからすれば、「選挙権を行使するに
足る能力」について、それを欠く者からの選挙権
剥奪を恣意的なものではなく「やむを得ない」に
基づくものであるといいうるような形で、法律に
より定義することは極めて困難であるといわざる
を得ない。
　また、仮に「選挙権を行使するに足る能力」を
定義し得るとしても、「選挙権を行使するに足
る能力」を欠く者が選挙権を行使することの「弊
害」として挙げられる問題が選挙権の制限を正当
化し得るほど重大なものといえるかも疑問であ
る。確かに、外形的には有効な投票を行っている
ものの、投票行為の性質と効果を理解する能力を
有しない者が多数選挙で投票するような事態があ
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れば、本来は無効とされるべきそのような投票に
よって選挙結果が不当に歪められるということも
観念上は想定し得ないではない。しかしながら、
現実に投票をすることに伴う様々な障壁――投票
所へのアクセスや投票用紙への自書による投票方
法等――を考えれば、上記のような能力を欠くた
めに投票の意思を有し得ない者が現実に投票所に
赴いて投票をするということは、あったとしても
稀な事象であるように思われる。少なくとも、そ
のような事象が多く発生していて、選挙結果が不
当に歪められていると考えるべき実証的な根拠は
見当たらない。そうであるとすれば、「選挙権を
行使するに足る能力」を欠く者を選挙から排除す
ることを、「やむを得ない事由」に基づくもので
あるということは困難であるように思われる。
　以上のような検討によれば、「選挙権を行使す
るに足る能力」を欠く者の選挙権行使による弊害
の防止という目的は、一見合理性を有するもので
あるように思われるが、その中身を具体的に検討
するならば、十分な合理性や正当性を有するもの
とは認め難く、選挙権の制限について「やむを得
ない事由」を要求する厳格な審査の下では、合憲
的なものと認めることはできないと解される。

　イ　不正投票の防止
　次に、不正投票の防止という目的について検討
すると、まず、アメリカでは精神障害者が他者か
らの不正の影響を受けやすいという実証はないこ
とが指摘されており、日本においても同様と考え
られることを指摘することができる。東京地裁判
決でも、「後見人が選任されている成年被後見人
においても、不正な働きかけが行われてそれに基
づく投票が行われたり……することが相当な頻度
で行われるであろうことを推認するに足る証拠は
ない」と判示されており、国側からこのような主
張を裏付ける十分な証拠が提出されることはなか
ったことが窺われる。
　また、不正投票を防止するためには、不正を行
った者に対する罰則を設けることや、不正が行わ
れ難いような制度上の工夫等の手段を講ずること

も考え得る。東京地裁判決も、精神障害者から選
挙権を剥奪しなければ不正行為を排除することが
できないことについても何らの立証もないと判示
しているところである。そうすると、仮に精神障
害者が他者からの「不正な働きかけ」を受けやす
いとしても、不正投票の防止という目的のため
に、精神障害者から選挙権を剥奪する必然性はな
いことになる。
　以上のことからすれば、不正投票の防止という
目的のために精神障害者の選挙権を制限すること
も、「やむを得ない事由」によるものとは認め難
いものと解される。

3　結語

　以上のような検討の結果から、精神障害者の選
挙権制限の合憲性に関して本論文の結論を示すな
らば、次のとおりである。
　「選挙権を行使するに足る能力」を具備してい
ないと考えられる精神障害者に選挙権を付与しな
いとすることは、その立法目的において十分な合
理性・正当性を欠くものであり、2005年大法廷判
決が示した厳格な審査基準の下で「やむを得ない
事由」に基づくものとは認めることはできず違憲
と解される。
　2011年の東京地裁判決は、「選挙権を行使する
者は、選挙権を行使するに足る能力を具備してい
ることが必要であるとし、そのような能力を具備
していないと考えられる……ものに選挙権を付与
しないとすることは、立法目的として合理性を欠
くものとはいえない」と判示したが、厳格な審査
基準の下では、立法目的についても合憲性の推定
を排して立ち入った審査を行うことが求められる
のであり、そのような審査を経ることなく簡単に
立法目的の合理性を肯定するかのような判示をし
た点は改められるべきである。むしろ、東京地裁
判決が、「成年被後見人に選挙権を付与すること
によって、選挙の公正を確保することが事実上
不能ないし著しく困難である事態が生じると認め
るべき証拠はない」と認定していることからすれ
ば、選挙権制限の目的自体が立法事実による裏付
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けを欠くものであるとして違憲と判断することが
適切であったと考えられる。
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